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特 集

東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究

序論：東アジア低出生力のゆくえ

鈴 木 透

Ⅰ．緒言

本特集は，厚生労働科学研究費（政策科学推進研究事業）を受けて実施された「東アジ

アの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究」（平成21～23年）の成果をまと

めたものである．参加者は鈴木透（国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部長），

菅桂太（同研究員），伊藤正一（関西学院大学国際学部長・教授），小島宏（早稲田大学社

会科学総合学術院教授）の四名で，鈴木が総括と韓国を，菅がシンガポールを，伊藤が台

湾を，小島が日本を中心とする比較分析を担当した．序論である本稿では，家族パターン

と低出生力の関係について鈴木（2012）に依拠しつつ簡単に叙述した上で，東アジア地域

の低出生力の今後について各種推計にもとづき考察する．

Ⅱ．家族パターンと出生力低下

1980年代に北西欧で人口置換水準を下回る低出生力が出現した際，「第二の人口転換」

理論はこれを同棲・婚外出生・離婚・妻の就業・独居といった，家族主義から個人主義へ

の価値変動を表す行動と結びつけて説明した（vandeKaa1987）．ところが1990年代に

入ると，家族主義がより頑強な南欧・東欧・旧ソ連圏で，北西欧諸国がほとんど経験した

ことがないほどの低出生力が出現した（Kohler,etal.2002）．これによって急進的な家

族変動と出生力の関係は逆転し，今や結婚制度が強固で伝統的性別役割分業が残存し家族

主義が強い国の方で出生力が低いという逆説的なパターンになっている．
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2000年以後の東アジアにおける急激な出生力低下は，北西欧的家族パターンから距離が遠い儒教

的家族パターンによると考えられる．急速に変化する社会経済システムに対し，家族システムは緩

慢にしか変化せず，北西欧的家族パターンからの距離が遠いほど，社会経済システムとの相克が大

きくなる．国連人口部や各国政府は各種各様の将来予測を発表しているが，新たな創発的変化がな

い限り，出生力の文化デバイドは長期間持続すると考えられる．



2000年代にはヨーロッパの低出生力国のほとんどが1.3の線を回復し，2008年に1.3を下

回る国はモルドバだけだった（Goldstein,etal.2009）．これに代わって出生力低下の先

頭に立ったのは東アジア先進国で，韓国は2005年に1.08という合計出生率を記録した．こ

れは南欧・東欧・旧ソ連圏が経験した低出生率の最低水準に当たる．これに匹敵する水準

としては，ウクライナ（2001年に1.08），ブルガリア（1997年に1.09）などがあるが，ほ

とんどの国はもっと高い水準で反転に転じた．さらに2010年には台湾が0.895という驚く

べき低水準を示した．Goldstein,etal．（2009）によると，香港が2003年に0.90，旧東ド

イツ地域が1994年に0.77，北イタリアのエミリア＝ロマーニャ州が1987年に0.93という合

計出生率を記録した．しかし農村部を含む国レベルの合計出生率が1.0を下回ったのは，

台湾が史上初と思われる．

表1は，2009年のOECD会員国お

よび台湾・シンガポールの合計出生率

を比較したものである．McDonald

（2005）が指摘した文化デバイドは現

在でも有効で，ドイツ語圏を除く北西

欧および英語圏先進国はすべて1.5以

上の水準を維持している．合計出生率

が1.5を下回る低出生力国は，ドイツ

語圏，南欧，東欧，旧ソ連圏，および

東アジアに分布している．この表に含

まれる国で1.3を下回るのは，日本以

外の東アジア諸国だけである．シンガ

ポールの1.22は大都市地域としては高

い水準だが，1.3の線は越えておらず，

世界最低水準であることに変わりはな

い．

英語圏先進国を含む北西欧文化圏の

出生力が1.5以上にとどまることは，

この文化圏が出生力低下に対する一定

の耐性を持つことを示唆する．実際，低出生力国は南欧・東欧から東アジアまで多様な文

化的領域に広がっており，これらに共通する文化的要因が低出生力を誘導したとは考えに

くい．もしあるとしたら，それは「北西欧的な文化的特性の欠如」と考えるべきである．

つまり低出生力はポスト産業化段階の政治・経済・社会的変化に対する自然な反応であり，

異常で説明を要するのは合計出生率が1.5以下の低出生力に至らなかった北西欧文化圏の

方なのである．そもそも産業化からポスト産業化に至る変動を先導したのは英米を中心と

する北西欧文化圏であり，北西欧の家族パターンはそうした変化に親和性があったと考え

られる．家族パターンのような文化的特性は急速には変化せず，政治・経済・社会システ
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表１ 先進国の合計出生率（2009年）

国 TFR 国 TFR

アイスランド 2.22 ブルガリア 1.48

ニュージーランド 2.14 クロアチア 1.47

アイルランド 2.07 リトアニア 1.47

アメリカ 2.01 キプロス 1.46

フランス 1.99 ラトビア 1.44

ノルウェー 1.98 マルタ 1.43

スウェーデン 1.94 スロバキア 1.41

イギリス 1.94 イタリア 1.41

オーストラリア 1.90 スペイン 1.40

フィンランド 1.86 ポーランド 1.40

デンマーク 1.84 オーストリー 1.39

ベルギー 1.83 日本 1.37

オランダ 1.79 ドイツ 1.36

カナダ 1.66 ルーマニア 1.35

エストニア 1.63 ハンガリー 1.33

ルクセンブルク 1.59 ポルトガル 1.32

スロベニア 1.53 シンガポール 1.22

ギリシア 1.53 韓国 1.15

スイス 1.50 台湾 1.03

チェコ 1.49

OECDFamilyDatabase,中華民国行政院主計處,
シンガポール統計局．



ムが北西欧モデルに従って変化するほど，家族システムとの不整合は大きくなる．これが

北西欧文化圏以外の先進国で，極端に低い出生力が現れた原因と考えられる．

北西欧および英語圏の家族パターンは，親子紐帯の弱さによって特徴づけられる

（Reher1998）．このため育児が母親の専担役割とされている南欧・東欧・東アジアの低

出生力国と異なり，かねてから乳母や家庭教師が育児を分担する習慣があった．現在でも

3歳児神話が根強い日本と異なり， 3歳未満の保育サービスの利用率が高い（OECD

2004）．また貧民救済や高齢者扶養のための社会制度が早くから発達し，家族以外の制度

による機能の分担が進んでいた．教育分野でも各種奨学金制度が充実しており，親の負担

感は低出生力国より小さいと見られる．さらに産業化以前から子どもは結婚前に離家する

習慣が確立しており（Wall1989,Reher1998），このため子の経済的独立とユニオン形

成は低出生力国より早い．さらに家父長的だった古代ローマ帝国に対し，北西欧では女性

の地位は古代から高かった．伝統的性役割の浸食と夫の家事・育児参加はまず北西欧文化

圏で生じ，低出生力国との差は現在でも大きい．

南欧・東欧・ドイツ語圏および日本で一時的にせよ1.3を下回る極低出生力が出現し，

現在でも北西欧文化圏より低い水準にとどまるのは，家族パターンが北西欧的パターンか

ら距離があり，各種の急速に変化する社会経済的システムと緩慢にしか変化しない家族シ

ステムの間で葛藤が大きいためと解釈される．そして日本以外の東アジアの出生力低下が

日本より激甚なのは，そうした儒教圏の家族パターンが日本よりさらに北西欧的パターン

から遠いためと考えられる．ヨーロッパや日本と異質な儒教的家族パターンの特徴として

は，「孝」イデオロギーによる権威主義的な父子関係，非親族を信頼しない家族主義，男

尊女卑の伝統と根強い男児選好，同姓不婚・異姓不養を原則とする結婚・相続規則等があ

げられる（鈴木 2012,pp.18-23）．若年労働市場の悪化，子の直接費用の高騰，女子の

労働力参加と伝統的性役割の葛藤等，出生力低下の要因とされる社会経済的変動は，先進

国間で共通している．しかしそうした要因によって出生力が低下する度合いは，各社会の

家族パターンによって決定されると考えられる．

欧米では多くの論者が，封建制から絶対王政へ進む歴史的展開における日本とヨーロッ

パの類似性を指摘した（アイゼンシュタット 1996=2004pp.2-4）．日本では梅棹

（1957=2002）の『文明の生態史観』が，西ヨーロッパと日本を文明が乾燥地帯からの侵

略によって中断されることなく，封建制からブルジョワ革命に至る成熟を達成できた「第

一地域」に分類した．この場合，古代中国の封建制はブルジョワ階級を育成した西欧と日

本の封建制とは異なるものとされる．朝鮮の歴史に封建制に似た状況を探し出すことも可

能かもしれないが，少なくとも近代化直前の19世紀の中国・朝鮮の政治体制は，中央集権

的な農業官僚制（カミングス 1997=2003p.102）だった．このように儒教家族を，ヨー

ロッパや日本を含む封建家族から区別する枠組が有効であると思われる．
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Ⅲ．低出生力のゆくえ

東アジアの低出生力に家族パターンのような急速には変化しない文化的要因がかかわっ

ているのであれば，ヨーロッパや日本との格差は長期間持続すると考えられる．一方で南

欧・東欧や日本が既に極低出生力水準を脱け出したように，一定の回復はあると思われる．

ここでは各種の将来推計を概観し，東アジアの低出生力のゆくえについて考察する．

1． 国連人口部の将来人口推計

国連人口部の将来人口推計（UNPD 2010）では，2010～15年から2095～2100年まで，

18期間について年齢別出生率，死亡率，入国超過率を設定している．台湾は国連加盟国で

ないので明示的には示されないが，東アジア地域中の“Othernon-specifiedarea”は実

質的に台湾を指す．

合計出生率の仮定値をみると，2010～15年期間で韓国とシンガポールは日本とほぼ同じ

水準まで回復し，以後0.05以上の差を生じることなく同じペースで置換水準近くまで回復

するというシナリオになっている．これに対し台湾の場合，2010～15年の合計出生率は

1.05という低水準にとどまり，2050年頃でも香港と0.1，日本と0.2近い差が残ると仮定さ

れる．

図1は日本・韓国・台湾・シンガポールの合計出生率の実績値に上の国連仮定値をつな

いだもので，2010～15年期間は2012年，2015～20年期間は2017年の値とした．これを見る

と日本の仮定値は2005～10年の回復速度から見てさほど不自然ではない．韓国は2009～10

年の回復がそのまま続くとすれば，シナリオ通り速やかに日本に追いつくことも可能だろ

う．台湾とシンガポールは2009～10年に合計出生率が低下したが，このような低下は1～

2年の特殊な趨勢で，すぐさま回復

に転じると仮定される．ただし台湾

の回復速度は，きわめて緩慢なもの

に設定されている．

このように台湾を除いてかなり楽

観的な仮定になっており，韓国・シ

ンガポールの老年従属指数＝65歳以

上人口／15～64歳人口が日本を超え

ることはないとされる．台湾だけは

2050年頃に日本を追い越し，ピーク

時の2065年には82％（日本は67％）

という高い値を示すという結果になっ

ている．
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図１ 合計出生率の実績値と国連の仮定値



2． 各国政府の公式人口推計

国立社会保障・人口問題研究所は2012年1月に2010年国勢調査を初期人口とする将来人

口推計を公表した．ここでは国連人口部と異なり，2005～10年の出生率回復傾向は続かな

いと仮定されている．これは2006年以後の出生率回復は出産スケジュールの一部だけに攪

乱が生じたもので，コーホートの出生力低下（特に晩産化）には目立った変化が見られな

いためである（金子 2010）．つまり回復は本来の出生が先送りされていたリバウンドによ

るもので，出産スケジュールの一部の歪曲に過ぎず，コーホート出生力の低下はまだ続く

と仮定される．このため中位推計が仮定する2060年の合計出生率は1.35であり，2010年の

値（1.39）よりも低い．高位仮定でさえ2060年の合計出生率を1.60と仮定しており，国連

の中位推計（2055～60年に1.90）よりずっと悲観的である．

韓国統計庁は2011年12月に2010年センサスを初期人口とする将来推計人口を公表した．

合計出生率の仮定値を見ると，中位推計では2010年の1.23から2045年には1.42まで回復し，

その水準で維持されている．これは

国連人口部の中位推計の仮定値に比

べると，かなり緩慢な回復が仮定さ

れている．このため2020年までには

合計出生率が1.3を超えて極低出生

力から脱出するものの，推計期間内

に1.5の線を回復することはないと

される．ちなみに高位推計では2015

年に早くも1.56まで回復するとされ

るが，低位推計では2020年以後合計

出生率は1.00～1.01の間にとどまる

と仮定される．

中華民国行政院経済建設委員会は，

2010年9月に新しい将来人口推計を公表した．推計では2010年の合計出生率は0.94と予測

されたが，実際には0.895まで低下した．将来仮定値はやはり国連人口部よりも悲観的で，

2054年にようやく1.3の線まで回復するというシナリオである．

図2には日韓台の中位推計の仮定値を示した．2060年の仮定値を2010年と比較すると，

日本が3％低下するという悲観的なシナリオなのに対し，韓国は16％，台湾は45％の上昇

が期待されている．ただし台湾は2010年の値が0.895とあまりにも低いため，仮定された

ような目覚ましい回復があったとしても，2060年の値はなお日本に及ばない．日本と韓国

の仮定が共に正しければ，韓国の合計出生率は2020年に日本を逆転することになる．

2011年の実績値は日本が1.39，韓国が1.24で，1年後の値としては予測値とほとんど変

わらない．これに対し台湾の2011年の合計出生率は1.065で予測値（0.97）を大きく上回っ

た．2012年は辰年なので，さらなる回復が見込まれる．こうなると経済建設委員会の予測

値は悲観的に過ぎ，今後は少なくとも韓国との差は縮小するかも知れない．
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図２ 公式推計（中位）における合計出生率の仮定値



表2は各国の低位・中位・高位仮定における合計出生率の仮定値で，韓国と台湾はかな

り低位と高位の幅が広く，確信が持てずにいることがうかがえる．韓国は低位仮定値こそ

日本より低く設定されているものの，中位と高位は日本より高く設定されており，全体と

して日本より高い収束値が仮定されている．台湾は中位と高位はほぼ日本と同じで，低位

が日本よりずっと低い．つまり台湾の中位仮定値は偏っており，0.8の幅を5：3で分割し

ている．中位仮定値を幅の中央に置くのであれば1.2であるべきだが，回復の期待を込め

て高めに設定したのかも知れない．

Ⅳ．結語

日本以外の東アジアにおける極端な低出生力は，急速に変化する社会経済的システムと

緩慢にしか変化しない家族システム間の相克に原因があると考えられる．出生力低下に最

も耐性が強いのは英語圏を含む北西欧的家族パターンで，そこからの距離が遠いほど出生

力低下は激甚なものになる．この観点が正しければ，社会経済システムが一定の発展段階

に達したときの出生力低下は，南欧と共通性が高いラテンアメリカよりは，インドやイス

ラム圏のような非ヨーロッパ文化圏の方が著しいものになるだろう．

出生力低下の度合いが家族パターンのような文化的差異に根ざすとすれば，文化圏間の

格差は長期間持続するものと予想される．したがって2020年までに韓国の合計出生率が日

本を上回るとは考えにくい．コーホート出生力の趨勢を重視した日本の悲観的な仮定値が

正しければ，韓国の出生率は予想されたようには回復しないだろう．一方で韓国の楽観的

な仮定値が正しく，2005年以降の回復基調が長期間持続するのであれば，2020年頃の日本

の合計出生率は1.5付近まで回復し，韓国との逆転は起きないだろう．台湾の合計出生率

は経済建設委員会の仮定値よりは速く回復する可能性があるが，現状からは2020年までに

日本・韓国に追いつくとは信じ難い．

2000年以後の韓国・台湾における出生力低下は，誰も予想できなかった創発的な変化だっ

た．出生力回復においても新たな創発的変化が起き，急速に日本を追い抜いて回復基調に

乗ることがないとは言い切れない．しかしさらなる創発的変化がなく，現在の出生力水準

が封建家族の子孫である日本と儒教家族の子孫である韓国・台湾の家族パターンの差に帰

因するものならば，現在の格差は数十年続いてもおかしくない．
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表２ 公式推計における2060年の合計出生率の仮定値

国 低位 中位 高位 範囲

日本 1.12 1.35 1.60 0.48

韓国 1.01 1.42 1.79 0.78

台湾 0.8 1.3 1.6 0.8

国立社会保障・人口問題研究所（2012）
（2011）

行政院經濟建設委員會（2010）
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Introduction:FuturePathofExtremelyLowFertilityinEasternAsia

ToruSUZUKI

ItisassumedthatthemoredistantthefamilypatternisfromNorthern-WesternEuropeanpat-

tern,thelowerfertilitydeclines.CountriesinNorthern-WesternEuropeandEnglishspeaking

worldaretheoffspringoftypicalfeudalfamilywithwelldefinedobligation/rightrelationships,

highconsciousnessofcontract,highpositionofwomenandweaktiebetweenparentandchild.

SouthernEuropeancountriesandJapanarealsotheoffspringoffeudalfamilybutwithpatriarchic

andauthoritarianfeatures.China,KoreaandTaiwanaretheoffspringoftheConfucianfamilyand

thepatriarchicandauthoritariancharacteristicsareevenstronger.

Lowfertilityisanaturalresponsetopost-materialchangessuchassloweconomicgrowth,tight

labormarketforyoungworkers,increasinghumaninvestment,decliningconventionalgenderrole

segregation,etc.However,theconflictbetweentherapidlychangingsocioeconomicenvironment

andtheslowlychangingfamilysystemislargeifthetraditionalfamilypatternisapartfromNorth-

ern/WesternEuropeanpattern.

Thepaperexaminesfertilityassumptionsinvariouspopulationprojections.Sincethecurrent

leveloffertilityisrelatedwiththedeepculturalpatternoffamilybehaviors,thedifferencebetween

JapanandConfuciancountrieswilllastforalongtime.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）68－4（2012.12）pp.9～21

特集：東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究

TheSecondDemographicTransitioninSingapore:
PolicyInterventionsandEthnicDifferentials*

KeitaSUGA

Thisstudyexaminespatternsanddemographicfactorsunderlyingthefertilitydeclinein

Singaporeduringthe2nddemographictransition.Specifically,weobservethetotalfertilityratesby

majorethnicgroupsfrom1975topresent,withreferencestothetimingofpro-natalpolicy

implementations.Inordertoevaluatetheeffectsofpolicyinterventionsbydetectingchangesin

totalfertilityrates,well-knowntempodistortionintheperiodfertilitymeasuresshouldbe

disentangled.Thispaperfocusesonaperiodquantummeasurederivedfromamodificationofthe

Bongaarts-Feeney'sadjustmentformula(1998).

Pro-natalpolicydevelopmentsinSingaporeweredividedintoseveralphases.Inthefirstphase,

theSingaporegovernmentintroducedasetofpopulationcontrolprogramsinthemid-1960sto

achievereplacementreproductionby1980,andthisanti-natalpolicyremainedeffectivethroughout

theearly1980s(Saw2005:35-39).TheseprogramsweresoeffectivethatSingapore'stotalfertility

ratereached2.08in1975andcontinuedtodeclineuntilthemid-1980s.Torespondtothe

prolongeddecline,theSingaporegovernmentintroducedpoliciesin1984thataimedtoraisethe

fertilityofeducatedfemales(PhaseII).Thesepoliciesselectivelytargetingtothehighlyeducated

femalesdidnotremain,butthegovernment'spopulationpoliciesshiftedfrom anti-natalto

pro-natal.From1987,thegovernmentstartedtosupportmotherswhohave3rdandhigherorder

childrenbyadoptingasetofpro-natalpolicymeasures(PhaseIII).Atthesametime,eugenics

policiesandoldanti-natalistpoliciesweregraduallyabolished.Whiletherewerenomajor

pro-natalpolicydevelopmentsfrom1991to1999(PhaseIV),thegovernmentfurtheremphasized
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ThisstudyexaminesfertilitydeclineinSingaporefor1975-2010toassesseffectsofpro-natalpolicy

interventions.Pro-natalpolicydevelopmentsinSingaporearedividedintoseveralphases,andweinvestigate

theirimpactsonperiodfertilityratesduringparticularphases.Toevaluatequantumimprovementsunderlying

increasesinperiodfertilityratesbetweenbeforeandafterapolicyimplementation,wemodifythe

Bongaarts-Feeney'stempoadjustmentmethod(1998)todecomposethetimeseriesoffertilityratesinto

quantum-andtempo-components.Resultsuncoverethnicdifferentialsinfertilityevolutionsnotonlyinthe

patternsbutalsointhedeterminants.

*TheauthorthanksChristopherGeeKokAun,EngChuanKoh,GavinJones,KanaFuse,MuiTengYap,NorikoTsuya,

andananonymousrefereeforhelpfulcommentsandsuggestions.



thepro-natalisttoneandenhancedsupportsfor1stand2ndchildbirthsafter2000(PhaseV-VII)1).

Figure1showsthatbothChineseandMalay'stotalfertilityratesachievedthereplacementlevel

by1975.Afterthe1980s,thereareethnicdifferentials.AmongtheMalay,consisting13-15%of

thepopulation,thetotalfertilityratebegantoincreasein1979,whileanti-natalpoliciesremained,

andtheirtotalfertilityratecontinuedtostayabovethereplacementthroughoutthe1990s.

However,Malay'stotalfertilityratehasbeendecliningrapidlyinrecentyears.AmongtheChinese,

consisting75-78%ofthepopulation,thetotalfertilityrateinitiallydeclinedfrom1975,butthe

decreasehaltedin1983whenselectivepro-natalpoliciestargetingthehighlyeducatedfemales

wereintroduced.Between1986and1988,theirtotalfertilityrateincreased,butshowedasteady

declinefromthe1990s.Chinesefertilityalsohasfluctuations:decreasesininauspicioustigeryears,

1986,1998and2010,whileincreasesindragonyears,1988and2000.

Overall,increasesintheChineseandMalay'stotalfertilityratesinthelate1980sareconsistent

withaninterpretationthatrelaxinganti-natalpoliciesandintroducingpro-natalpolicieshad

favorableeffectsonpersistentfertilitydeclinebythattime.Moreover,ifeugenicspolicieshada

greaterinfluenceonthetotalfertilityrateoftheChinese,whoseeducationattainmentlevelswere

relativelyhigherthantheMalay's,thefactthattheChinesetotalfertilityratestabilizedaround1983

wasasexpected.

Whenitcomestopolicyevaluations,followingthelineofpolicyevaluationliterature(Heckman

andVytlacil2007)orcausalinferenceinStatistics(Holland1986),itmightbearguedthatwe

shouldconductacounterfactualcomparisonoftheeffectsoncohort'sfertilitywiththefertilityof

thecohortwithoutthepolicyintervention.However,becauseofdatalimitations,wefocusonthe
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Figure1.PeriodTotalFertilityRatesbyEthnicGroupinSingapore:1975-2010
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1)SeeSaw(2005and2007),WongandYeoh(2003),Yap(2009),Straughanetal.(2009)anddocumentsbySingapore

NationalPopulationSecretariatamongothersfordetailedpro-natalpolicydevelopmentsinSingapore.



effectsofpolicyinterventionsonaperiodfertilitymeasuretodiscusswhetherthechangesinthe

measureappeartobeconsistentwiththepolicyinterventions2).

Apparently,forpolicyassessment,weneedtocomparefertilitiesbeforeandafterthe

intervention,sochangesinthefertilitymeasurematter.Moreover,thereareatleastthreereasons

tofocusonaperiodmeasureratherthanacohortmeasure.Firstofall,comparedtoacohort

fertilitymeasureforwhichwehavetowaitfor15-30yearstocompletethereproductiveages,

periodmeasuresallowimmediatepolicyassessments.Second,policyinterventionaffectsall

cohortscurrentlyatreproductiveages.Weusuallydonotintendtoinstallapolicytargetinga

specificcohort.Moreover,wemayregardaspecificpolicyascharacterizedbyaperiod;i.e.a

policyissaidtobeeffectivefromaspecificmonthandyear.Finally,demographicdatafor

age-specificratesarecommonlypublicizedinanage-periodformat,notinacohort-periodnora

cohort-ageformat.Thus,statisticaltablesrequiredforperiodage-specificratesarereadilyavailable

forcomputation3).

Onedrawbacktotheperiodmeasureistempodistortion:periodfertilitymeasurecanincrease

duetotempodistortionevenwhentheunderlyingcohort'sfertilitydeclines.Inordertoassess

fertilitypolicies,wearecompelledtoresolveaproblemcausedbytempoeffects.Thispaper

focusesonchangesinperiodquantummeasuresforpolicyassessmentandproposesanextension

ofBongaarts-Feeney'sadjustment(1998)todecomposethetempo-andquantum-effectson

changesinperiodfertilitymeasures.Thenextsectiondiscussesthedecompositionmethodanddata

usedfortheSingaporecase.Resultshighlightethnicdifferentialsinfertilitychangesnotonlyin

regardstotimetrendsbutalsointhetempoeffectsonfertilityratesofdifferentbirthorders.

MethodologyandData

Thebasicideatodecomposechangesinperiodmeasuresintoaquantumcomponentandatempo

componentcomesintwofold.Thefirstoneisrelatedtoadynamicrelationshipbetweenperiod

measuresofconsecutiveyeartandt-1.Foranyperiodmeasure,thevalueinyear1canbewritten

asthesumofthevalueinyear0andthedifferenceofthevaluesbetweenyear0and1.The

relationshipcanbegeneralizedtothevalueinyeartcomprisedofthevalueintheinitialperiod

(year0)andthesumofthechangefromyear0toT.

ThesecondideaistoapplyKitagawa'sdecompositionmethod(1955)tothedifferenceoftwo

rates,eachofwhichiscomposedofproductsofcomponents.Bongaarts-Feeney'sformulafortotal

fertilityratesisconsistedofaproductoftwofactors,thuswecanapplyKitagawa'sstandard
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2)SeeAnderson,ChenandFook-Kee(1977)forasimilarapproachregardingthefertilitytransitioninSingapore.

3)NotethattwoconsecutivebirthcohortspassthroughthesameageduringoneyearontheLexissurface.Strictlyspeaking,

acohortanalysisrequirescohort-periodformatteddata,whichisavailablefromannualstatisticalreportsonlyunder

exceptionalcircumstances.



decompositionmethodtochangesintotalfertilityrates.

LetXj・t・andX
・
j・t・denotethetotalfertilityrateandthetempoadjustedtotalfertilityratein

yeartofthejthorderbirth,respectively.Bongaarts-Feeney'stempoadjustedtotalfertilityrate

(1998)isdefinedbyEq.(1).

X
・
j・t・・

Xj・t・

1・rj・t・
…(1)

InEq.(1),rj・t・standsforachangeinthemeanageatthej
thchildbirthfromthebeginningto

theendofyeart,measuredinyears-old.Itiscommonlyreferredasanadjustmentfactorthat

managestempodistortionsinducedbyhorizontalshifts(directionalongages)inperiodage

schedulesoffertilityonaLexissurface.Specifically,weestimatethefactorwithEq.(2).

rj・t・・
1

2

・・・・・・・

・x・x・2.5・FRj・t・1,x・

Xj・t・1・
・

・x・x・2.5・FRj・t・1,x・

Xj・t・1・

・・・・・・・

…(2)

whereFRj・t,x・denotesanage-specificfertilityrateofthej
thorderbirthofwomenofagex-x+4

inyeart.Whenrj・t・isstrictlypositivesothattheperiodagescheduleontheLexissurfaceshifts

towardsolderage,thedelayedchildbearingcausesatempoeffectwhichlowerstheperiodfertility.

Inthiscase,theadjustmentfactor,Rj・t・・1・rj・t・・1,counteractstorecoveralevelasifno

changeintheageschedulehasoccurred.

Todecomposechangesinobservedtotalfertilityratesofthejthorderbirthfromyeart-1tot,we

employtheKitagawa'smethodasinEq.(3).

Xj・t・・Xj・t・1・・Rj・t・X
・
j・t・・Rj・t・1・X

・
j・t・1・

・
1

2
・・・X

・
j・t・・X

・
j・t・1・・・・

・・・Rj・t・・Rj・t・1・・・・・
1

2
・・・X

・
j・t・・X

・
j・t・1・・・・

・・・Rj・t・・Rj・t・1・・・・

・・j・t・・・j・t・
…(3)

InEq.(3),・j・t・representsacontributionofthechangeintheadjustedtotalfertilityratesforthe

periodspanningfromyeart-1tot.ZengandLand(2001,2002)clarifythat,likeconventional

periodtotalfertilityrates,Bongaarts-Feeney'sadjustedperiodtotalfertilityratescanbeinterpreted

astheaveragetotalnumberofbirthsthatawomaninahypotheticalcohortwouldhavethroughout

thereproductiveperiodifthishypotheticalcohortexperiencedtheobservedperiodage-specific

fertilityrateswithchangingperiodtempobutaconstantquantumandaninvariantshapeoftheage

schedule.Followingtheirinterpretation,・j・t・canberegardedasmeasuringacontributionofthe

changeintheperiodquantumwithnochangeintempo,andwecallthis"quantumeffect",

hereafter.Similarly,・j・t・correspondstothecontributionofthechangeintheperiodtempotothe

observedfertilitydifferentialbetweenyeart-1andtwithnochangeinthequantum.Itisthesize

oftempodistortionandisreferredtoas"tempoeffect".Notethatwhenthespeedofdeferring
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fertilitydiminishes・0・rj・t・・rj・t・1・・1・,thistempoeffectispositiveandraisestheperiod

totalfertilityratesfromyeart-1tot.

NoticethatXj・t・・Xj・t・1・・・Xj・t・foranytwhere・Xj・t・・Xj・t・・Xj・t・1・.By

applyingEq.(3)'srelationshipinto・Xj・t・andtherecursivesubstitutionofXj・t・ontherighthand

sideofthisrelationshipforXj・t・1・,wehaveanexpressionforXj・t・1・:

Xj・t・1・・Xj・t・1・・・j・t・1・・・j・t・1・・・j・t・・・j・t・

・Xj・t・1・・・
t・1

・・t
・・j・・・・・j・・・・

…(5)

BytheforwardrecursivesubstitutionofEq.(5)fromtheyearofreference(t・0;theyearofa

policyintervention)toyearT,thechangeintheperiodtotalfertilityrateisdecomposedintothe

leveloftheperiodfertilityintheyearofthereferenceandthecumulativecontributionsofthe

quantumandthetempo4).

Xj・T・・Xj・0・・・
T

・・1

・j・・・・・
T

・・1

・j・・・ …(6)

Eq.(6)clearlyshowshowthetempodistortionaffectchangesinperiodmeasures:notthe

differenceofeffectsbetweenyearTand0buttheaccumulativeeffectsofeachsingleyearsover

theintervalmustbeconsideredinordertoevaluateanannualaveragechangeoftheperiodfertility

overtheduration,
1

T・Xj・T・・Xj・0・・.NoticefromEq.(1)thatBongaarts-Feeney'sadjustment

factor,rj・t・,equalsarelativedifferenceoftheadjustedtotalfertilityratefromtheobservedtotal

fertilityrate,・・・X
・
j・t・・Xj・t・

・・・・X
・
j・t・.Hence,incontrasttoEq.(6),Bongaarts-Feeney'stempo

adjustmentintendstoeliminatethetempoeffectfromtheperiodmeasureinaparticularyearto

recoveralevelwithoutthetempodistortion.Itisinformativetoseethedynamicsofperiodfertility

rateswhichwouldhavebeenthoseifthereisnochangeinthequantumorthetempo.

X
・
j・t・・Xj・0・・・

t

・・1

・j・・・ foranyt…(7)

X
・
j・t・・Xj・0・・・

t

・・1

・j・・・ foranyt…(8)

WecallX
・
j・t・as"thecumulatedquantumtotalfertilityrate"andX

・
j・t・as"thecumulated

tempototalfertilityrate".Interpretationsfortheseperiodmeasuresstemfromthequantumeffect

andthetempoeffectdemonstratedinEq.(3).Thecumulatedquantumtotalfertilityrateincreases

ordecreasesonlyinresponsetothequantumcomponent.Itcorrespondswithtimeseriesofperiod
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4)Alternatively,becauseweareinterestedinthedifferenceoftheyearTvaluefromtheyear0value,sett+1(intheleft

handsideXjandtheupperlimitofthesummation)equalstoTandt(intherighthandsideXjandthelowerlimitofthe

summation)equalsto1.



totalfertilityratesofhypotheticalcohortswhichwouldhavebeenobservediftherewerenochange

inthetempoandtheshapeoftheagescheduleofchildbearingfromyear0toyeart.Similarly,the

cumulatedtempototalfertilityraterevealstimeseriesofperiodtotalfertilityrateswithafixed

quantum.Itreflectsacumulativeeffectoftempodistortionsfromyear0toyeart,interpretedas

theaveragetotalnumberofbirthsgivenbywomenofhypotheticalcohortsunderaconstant

quantumatthelevelofyear0withaninvariantshapeoftheagespecificfertility.

Thereareatleasttwoadvantagesindefiningthecumulatedquantum-andtempo-totalfertility

rates.First,noticefromtheequations(6),(7)and(8)thatthedifferencebetweenthecumulated

quantum(tempo)totalfertilityrateandtheobservedtotalfertilityratesinyeartequalstothetotal

tempo(quantum)effectsontheobservedtotalfertilityratecumulatedfromyear0uptoyeart.

Figure2depictsEq.(6),(7)and(8)fortheSingaporecase,andillustratesthattheareabetweenthe

dottedlineandthesolidlinecorrespondstothetotaldeclineoftheobservedtotalfertilityratedue

tothedecreaseinthequantumfrom1975toeachyear.Thesecondadvantageisthat,withthese

definitions,itisstraightforwardtodecomposeanannualaveragechangeoftheperiodfertilityfor

year0-TasinEq.(9).

1

T・Xj・T・・Xj・0・・・
1

T・X・
j・T・・Xj・0・・・

1

T・X・
j・T・・Xj・0・・ …(9)

DatafortheanalysisareobtainedfromthestatisticaltablespublishedbyImmigrationand

CheckpointsAuthorityandDepartmentofStatisticsoftheSingaporegovernment.Weneedto

computetheage-specificfertilityratesbybirthorder.Thenumerator,livebirthsbymother'sage,
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Figure2.DecompositionofPeriodTotalFertilityRatesintotheTempo-and

Quantum-Components
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mother'sethnicgroupandbirthorder,isavailablefromthevitalstatistics,RegistrationofBirths

andDeathsStatistics,from1967onward.Thedenominator,femalepopulationbyfive-yearage

groupandethnicgroup,istakenfromSingaporeCensusofPopulationevery10yearsfrom1980

to2010andfromGeneralHouseholdSurveyforyears1995and2005.Forintermediateyears,

officialpopulationestimatesarereportedinYearbookofStatisticsSingaporefrom19685).

After1990,age-specificfemalepopulationanditsestimateareavailableonlyforSingapore

residents.SingaporeresidentsarecomprisedofSingaporecitizensandpermanentresidentsthat

includeSingaporeresidentslivingoutsideofSingaporeforlessthansixmonthsbutexclude

foreigners6).However,registrationstatisticsreportalllivebirthsincludingthosegivenby

non-residents.Hence,age-specificfertilityrates(i.e.thedenominator)areavailableonlyfor

Singaporeresidents.However,wecannotobtainbirthsgivenbytheresidentsforthenumerator.

Inrecentyears,theproportionofnon-residentpopulationamongthetotalpopulationhas

increasedrapidlyandhasreachedaconsiderablefraction:5.5%(1980),10.2%(1990),18.7%(2000),

and25.7%(2010).Internationalimmigrationmaycauseanupwardbiasinthecalculationof

age-specificfertilityrates.Toassessthispotentialdiscrepancy,thetotalfertilityratescalculatedby

theauthorarecomparedwithofficialfigures,whichtakeSingaporeresidents'birthsasthe

numeratorbutareavailableonlyafter1980.Thedifferencerangefrom-0.06(1980)to0.13(2009),

andthetimeseriescorrelationcoefficientis0.976.Therefore,thetotalfertilityratescalculatedin

thisstudyshouldcaptureenoughinformationonchangesinfertility7).Finally,becauseage-specific

fertilityratesbyethnicgroupsareavailableonlybyfive-yearagecategoriesinSingapore,random

andminorfluctuationsinthemeanagesatchildbirthsgivenbyEq.(2)areremovedbynatural

cubicsplinesmoothingforeachofbirthordersandethnicgroups8).
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5)Theintermediatepopulationestimatesarerevisedupontheresultsofthepopulationcensus.Moreover,themethodofthe

estimationhasmodifiedonandafter2008.Inthecalculationoftheage-specificfertilityrates,smoothedseriesof

age-specificfemalepopulationisutilizedforintermediateyears.Notethatfemalepopulationbysingle-yearofage

reportedinthepopulationcensusshowsadiscontinuityinthecohortsizebornbeforeandafter1946:thecohortsizeborn

before1946issmallerthanthesizebornafter1947.Hence,fortheageof25-29,thenaturalcubicsplineisapplied

separatelyforeachofthreeperiods,1968-1971,1971-2005and2005-2010,andsimilarlyforotheragegroups.

6)Themid-yearpopulationestimatesreportedafter1990exhibittheresidentpopulationevenfor1980-1989(seee.g.

SingaporeDepartmentofStatistics2011).After2000,eventhepopulationcensusofSingaporeisconductedas

register-based(SingaporeDepartmentofStatistics2003),andforeignersareexcludedfrommostofstatisticaltables.

7)Theofficialtotalfertilityratesbyethnicgroupareavailableafter2000(SingaporeDept.ofStat.,PopulationTrends,

2005-2011).ThetimeseriescorrelationcoefficientsofbothChineseandMalaysexceed0.996for2000-2010.

8)Becausetheage-specificfertilityratesarecalculatedwiththedataintheage-periodformat,thecohortsizedifferentials

induceartificialperiodfluctuationsevenwhenthecohort'sfertilityrateschangesmoothly.Theinducedfluctuationsare

theseverer,thesmallerthepopulationsizeofthegroupsis.Ourpreparatoryinvestigationshowsthatthesmoothedmean

agescapturethelong-runtendencyofthedelayedchildbirth.Althoughsmoothingthemeanagewouldimposean

eliminationofunstabletempoeffects,itseemsinevitableaslongasworkingwithperiodmeasures.Decompositionresults

shouldbeviewedastempoeffectsnotcausedbyyear-by-yearfluctuationsbutinducedbytheshiftofthefertilityage

scheduleunderthesmoothedlong-termtrend.SeeKohlerandPhilipov(2001)foraworkedexamplewithsmoothed

fertilityschedules.



Tempo-andQuantum-EffectsontheChangesofthePeriodFertilityRatesinSingapore:

1975-2010

Thedecompositionresultseachyearfrom1975areshowninFigure3forChineseandFigure

4forMalay.InFigure3,theareabetweenthetempo-cumulatedtotalfertilityrateandtheobserved

totalfertilityrateisshadedforChinese.Thisareacorrespondstothecontributionofthequantum

tothechangeintheobservedtotalfertilityrates.Figure3demonstratesthatthequantumdrivesthe

Chineseperiodfertilityformostoftheperiodfrom1975topresent.ForMalays,theareabetween

thequantum-cumulatedtotalfertilityrateandtheobservedtotalfertilityrateisshaded.Thisarea

exhibitsthecontributionofthetempodistortiontothechangeintheperiodtotalfertilityrates.

Hence,comparedtotheChinesecase,thetempohasasizeableeffectonthechangesinMalay's

periodfertilities.Infact,thecumulatedquantumtotalfertilityratesin1990and2000reachedthe

samelevelasin1975,implyingthattherewerenocumulatedquantumeffectsfrom1975to1990

andto2000.Thisfactagainconfirmsthatthetempoplaysaroleinmaintainingthetotalfertility

ratesabove2.5throughoutthe1990s,thoughtherewerealsoconceivableincreasesinthequantum

componentsfrom1986to1990.

Table1showsdetailsofthefertilitychangeaccountabletovariousdemographicfactors.First

threerowsofpanelAandBinTable1showtheannualaveragechangeinperiodmeasures:total

fertilityrates,cumulatedquantum-andtempo-totalfertilityratesforChineseandMalays,

respectively.Theywerefirstannualized,andthennormalizedforthirty-fiveyearstocompare

differentlengthsoftimeperiods.Thirty-fiveyearsisthelengthofreproductiveyearsandit
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Figure3.Quantum-andTempo-CumulatedTotalFertilityRatesinSingapore:

Chinese,1975-2010
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happenstocoincidewiththelengthofthetimespanoftheanalysis.Thetablealsoshowsthe

percentagecontributionofthequantum-andtempo-effectsdecomposedbasedonEq.(9)and

contributionsofspecificbirthorders.

From1975to2010overall,weverifythatmostofthefertilitydeclinecomesfromthequantum

componentforChinese:theperiodtotalfertilityratedecreasesby1.04,whilethequantum

componentdecreasesby1.09andthetempocomponentincreasesby0.05.ForMalays,the0.42

decreaseinthetotalfertilityratefrom1975to2000isattributableto0.66decreaseinthequantum

and0.24increaseinthetempo.ThetablesalsoshowthatmostofthedeclineintheMalay's

quantumcomponentisaconsequenceofthedeclineinparityfourandabove,whiletheChinese

quantumcomponentsofparitytwoandthreealsoaffecttheirfertilitydecline.

Comparedtotheoverallchangefrom1975topresent,however,diversifiedphenomenacanbe

seenwhenwefocusonspecificphasesforpopulationpolicies.Between1984and1987,when

discriminativepopulationpolicieswereimplemented,Chineseperiodquantumfertilitiesofthe

2ndandthe3rdorderincreased.WhileMalay'speriodtotalfertilityratesexhibitedmorerapidrise,

thedecompositionresultdemonstratedthatitwasaspuriousincreaseinducedbythetempo

distortion.

Between1987and1991,whenpro-natalpoliciesfor3rdandhigherorderbirthswereintroduced,

Chineseperiodtotalfertilityratesincreased.However,thequantumincreasedonlyfor1storder

births.Infact,thequantumfertilitiesdecreasedfor2ndand3rdchildbirthsandthetempoeffectsfor

theseorderssignificantlycontributetotheincreaseinChineseperiodfertilityforthisperiod.On

theotherhand,Malay'speriodfertilityratesrevealaconsiderableincrease,andthequantumfor

1stto3rdorderchildbirthmainlyaccountfortheupsurge.
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Figure4.Quantum-andTempo-CumulatedTotalFertilityRatesinSingapore:

Malay,1975-2010
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Table1.DecompositionofthePeriodTotalFertilityRatesintoContributionsofTempoand

QuantumEffectsinSingapore:1975-2010
A.Chinese

Priods
1975-
2010

1975-
1984

1984-
1987

1987-
1991

1991-
2000

2000-
2004

2004-
2008

2008-
2010

Birthordertotal
Changeofperiodmeasures
Totalfertilityrate1) -1.04 -2.44 0.12 1.05 -0.58 -3.08 0.56 -1.81
Cum.quantum-TFR1) -1.09 -2.07 0.27 -0.36 -0.76 -2.76 0.67 -1.80
Cum.tempo-TFR1) 0.05 -0.37 -0.16 1.42 0.17 -0.32 -0.11 0.00

ShareofquantumandtempoeffectsinthechangeofperiodTFR(%)
Quantumeffect -105 -85 233 -35 -130 -90 119 -100
Tempoeffect 5 -15 -133 135 30 -10 -19 0

Contributionofbirthorder(%)2)

Parity1 -12 -7 -86 56 -9 -36 83 -56
Parity2 -29 -19 -86 12 -32 -41 13 -31
Parity3 -27 -29 162 28 -47 -20 7 -12
Parity4+ -31 -45 -117 4 -11 -4 -2 -1

ContributionoftempoandquantumeffectsonthechangeofTFRbybirthorder(%)
Cum.quantum-TFR3) Parity1 -12 -2 -23 29 -35 -27 99 -56

Parity2 -33 -15 153 -46 -35 -38 17 -31
Parity3 -31 -28 251 -19 -49 -20 7 -12
Parity4+ -28 -39 -148 2 -11 -4 -3 -1

Cum.tempo-TFR4) Parity1 -1 -5 -64 27 26 -8 -16 0
Parity2 4 -3 -12 58 2 -2 -4 0
Parity3 4 -1 -88 48 2 0 0 0
Parity4+ -3 -6 31 2 0 0 0 0

B.Malay

Priods
1975-
2010

1975-
1984

1984-
1987

1987-
1991

1991-
2000

2000-
2004

2004-
2008

2008-
2010

Birthordertotal
Changeofperiodmeasures
Totalfertilityrate1) -0.42 -0.29 1.46 4.02 -0.17 -4.08 -1.32 -4.70
Cum.quantum-TFR1) -0.66 -1.57 -0.09 3.43 0.00 -2.44 -0.79 -4.69
Cum.tempo-TFR1) 0.24 1.28 1.55 0.58 -0.17 -1.64 -0.53 -0.01

ShareofquantumandtempoeffectsinthechangeofperiodTFR(%)
Quantumeffect -157 -543 -6 85 -1 -60 -60 -100
Tempoeffect 57 443 106 15 -99 -40 -40 0

Contributionofbirthorder(%)2)

Parity1 -7 136 -15 34 26 -37 -22 -28
Parity2 4 171 -15 13 -36 -29 -36 -26
Parity3 14 134 56 33 -178 -16 -41 -19
Parity4+ -110 -541 -24 20 88 -18 0 -27

ContributionoftempoandquantumeffectsonthechangeofTFRbybirthorder(%)
Cum.quantum-TFR3) Parity1 -2 20 -26 30 84 -19 -4 -28

Parity2 -8 34 13 22 -21 -14 -21 -26
Parity3 -16 60 6 21 -176 -8 -34 -19
Parity4+ -130 -657 0 12 112 -18 0 -27

Cum.tempo-TFR4) Parity1 -5 115 10 4 -58 -18 -18 0
Parity2 12 138 70 -9 -15 -15 -15 0
Parity3 30 74 50 12 -2 -8 -7 0
Parity4+ 20 116 -23 8 -24 0 0 0

Notes1)・・・TFR・T・・TFR・0・・・・・35・TwhereTdenotesthedurationofcorrespondingperiod.
2)%ratioof・・・TFRj・T・・TFRj・0・

・・・・
・・・TFR・T・・TFR・0・・・・.

3)%ratioof・・・X
・
j・T・・X

・
j・0・

・・・・
・・・TFR・T・・TFR・0・・・・whereX

・
j・t・denotesthecumulatedquantumTFRjdefinedinEq.(7).

4)%ratioof・・・X
・
j・T・・X

・
j・0・

・・・・
・・・TFR・T・・TFR・0・・・・whereX

・
j・t・denotesthecumulatedtempoTFRjdefinedinEq.(8).



However,bothChineseandMalay'speriodfertilitiesfollowedprevailingtendenciesofdeclines,

whenrelativelyenhancedpro-natalpolicieswereimplementedafter2000.OnlyChineseperiod

quantumfertilityofthe1stchildfor2004-2008showedasmallincrease.Negativequantumeffects

haveincreasingimpactsonMalay'sfertilityafter2000.

Concludingremarks

Thispaperdiscussestheintrinsicnatureofperiodfertilitymeasuresandfocusesonchangesin

theperiodquantumforpolicyassessment,andthenproposesamethod,bywhichwedecompose

timeseriesoftheperiodfertilityratesintocontributionsoftempo-andquantum-components.Like

theconventionaltotalfertilityrateandtheBongaarts-Feeney'sadjustmentformula,thederived

measuresinheritinterpretationsfamiliartodemographers.Themethodiseasytoapplyevenwith

limitedbutwidelyobtainabledemographicdataincomparisonwithotherapproaches:micro

datasets(e.g.SingaporeCensusofPopulation)wouldbeneededforcausalinference;parity

distributionsarerequiredforKohler-Ortega(2002)'sapproach;birthsbymother'sageof

single-yearsareessentialsinKohler-Philipov(2001)'sadjustmentforthevariancechangeinthe

agescheduleoffertility.Inaddition,thedecompositionresultcanbegraphicallysummarizedand

demonstratedinonesinglefigureattractivetopresentation.

Fromthedecompositionresults,wefindethnicdifferentialsintheperiodfertilitynotonlyin

timetrendsbutalsointhedeterminants.Foroverallchangesuntil2010afterSingapore'stotal

fertilityratesattainedthereplacementlevelin1975,thequantumchangedrivestheChinese

fertility.Atthesametime,thetempohadaconsiderableeffectonMalay'sfertility,especiallyfor

the1990s.Evenfortheperiodsrightafterpolicyinterventions,componentsunderlyingthechanges

intotalfertilityratesaredifferentbetweenethnicgroups.Wefindthatthequantumcomponents

helptoincreasetheChinesetotalfertilityratesof2ndand3rdorderbirthsfor1984-1987andthe

Malay'stotalfertilityratesof1stto3rdorderbirthsfor1987-1991.Theseresultsmaybearguedthat

thepopulationpoliciesimplementedinthe1980swereeffectiveinSingapore.However,therapid

quantumdeclinesafter2000maysuggestthatmoreenhancedpro-natalpolicyinterventionsin

recentyearsmighthavelostsucheffectiveness.
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シンガポールにおける第2の出生力転換期の期間出生力変動：
政策介入と民族格差

菅 桂 太

シンガポールにおいて合計出生率が置換水準を達成した1975年から2010年までの期間出

生力の変動パターンと要因を探り，政策導入タイミングとの関連を民族別に検討する．

シンガポールでは1980年代から出生抑制政策の段階的な撤廃と出生促進政策の導入が進

められた．政策介入の時期と出生力変動及びその要因が符号するか否かを検討する際には，

期間出生力の政策介入前後の変化からテンポ効果の影響を除去する必要がある．

本研究では，おもに3点に着目し，テンポの影響を除去したカンタムの寄与とみること

ができる合計出生率の変化を評価した．すなわち，（1）Bongaarts-Feeney（1998）の修

正合計出生率がカンタムを定量化すると解釈できる，（2）合計出生率は修正合計出生率と

補正項の積であらわされるので2時点の合計出生率の差にはKitagawa（1955）の要因分

解の手法が適用できる，（3）0年とt年の期間指標の差はこの間の1年毎の差の合計に等

しいという3点に着目して，政策導入前後の期間カンタム指標の変化を検討した．

分析の結果，1975年から2010年を通じた全期間では中国系の合計出生率変動のほとんど

はカンタムの寄与によるのに対し，マレー系ではテンポ効果にも一定の寄与があった．ま

た，1980年代の出生促進政策導入期では中国系・マレー系ともにカンタムの増加があった

が，期間出生力の変化に及ぼすカンタムの寄与は出生順位・民族によって異なっていた．

2000年以後のより積極的な出生促進政策実施期では，中国系・マレー系ともにカンタムの

減少の寄与が大きく，出生力変動の要因における民族間の格差は急速に縮小していること

が示唆された．
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2011年

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2011年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2011年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2011年10月1日現在の日本人人口２）および2011年簡易生命表３）の数値

に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口再

生産率ならびに安定人口諸指標４）である．以下，これら諸指標の概況を説明した後，2011年の特徴に

ついて述べる． （別府志海・石川 晃）

主要結果

2011年の出生数は1,050,806人であり，前年（2010年）の1,071,304人に比べ20,498人減少した．出生

数は1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再

び減少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最低を記録した．その後2006年から08年にかけ

てほぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年で105

万人に減少した．また，普通出生率もほぼ同様な傾向を示し，1973年の19.4‰から多少の変動はみら

れるが，一貫した低下傾向がつづき2005年には8.4‰まで低下した．しかし，2006年には8.7‰と前年

に比べ0.3ポイント上昇し，その後2010年まで緩やかな低下傾向を示して2010年は8.5‰であったが，

2011年は8.3‰と2005年の水準を下回って戦後最低を更新した．一方，2011年の死亡数は1,253,066人

で，前年の1,197,012人に比べ56,054人増加し，普通死亡率は9.9‰と前年（9.5‰）に比べ0.4ポイント

上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的な変動はみられるが，概ね増加傾向を示し

2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947年以降）初めて120万人を突破した．普通出

生率と普通死亡率の差である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）になったが2006年

はプラス（0.1‰）となった．その後マイナスが続き2011年には－1.6‰まで拡大し，本格的な人口減

少を裏付ける結果となった．

標準化人口動態率をみると，2011年の出生率は9.1‰，死亡率は1.9‰となり前年に比べ出生率は0.3

ポイント低下，死亡率は0.1ポイント低下となった．これにより2011年の自然増加率は7.2‰となり前
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4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は

それを用いずに除去した指標である．さらに安定人口諸指標は，年齢別の出生率・死亡率が人口に与える影響

を抽出した「真の」人口動態率指標である．

各指標の定義および詳細については，次の文献を参照のこと．

1．厚生省人口問題研究所『全国日本人人口の再生産に関する指標（1985年～1990年）』（研究資料第272号），

1992年2月．

2．岡崎陽一『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院，1999年5月．

3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography(Second

edition),ElsevierAcademicPress，2004年．



年に比べ0.3ポイントの低下を示した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出

生率・死亡率とも両者にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代

半ばからは逆転して普通出生率が上回っている．死亡率では標準化死亡率が特に1950年代半ばから低

下傾向であるのに対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代からは上昇に転じて両者

の差は年を追って拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用いた標準人口と普通動態

率算出に用いた人口の年齢構造の相違であり，特に死亡率における両者の差は人口の高齢化に起因す

る（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1974年には静

止粗再生産率（人口置換水準）を下回り，その後も長期的な低下傾向が続いている．近年では，2005

年に戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上昇傾向を示している．2011年の合計

特殊出生率は1.39であり，前年と同水準であった．総再生産率は，戦前から戦後直後まで2を上回る

水準にあったが，1950年に2.0の水準を割り込み1950年代半ば～1970年代半ばまで1.0の水準付近にあっ

た．しかし1974年に1.0を下回ってから2005年までほぼ持続的に低下し，その後やや上昇して2011年

は0.68の水準にある．純再生産率は，1940年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も1.7であった．

1950年代半ばから1970年代前半まで概ね1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年に0.74，2005

年に0.61まで低下して反転し，2011年は0.67となっている．総再生産率と比べると純再生産率は1950

年以前ではかなり低い水準にあるが，近年では低死亡率を反映し，純再生産率と総再生産率の差はご

く僅かになっている．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半～1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．1960

年代後半～1970年代前半は，1966年が－11.1‰となった他は0～1‰の水準であり，静止人口（人口

増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半から増加率はマイナスになってお

り，2011年には増加率－12.9‰，出生率6.2‰，死亡率19.1‰となっている．これを前年（2010年）と

比べると，増加率は0.2，出生率は0.1，死亡率は－0.1ポイントそれぞれ変化した．また，安定人口平

均世代間隔は30.8年となり前年より0.1年の伸びを示した．これは晩産化の影響によるものである．

安定人口の65歳以上割合は2005年の40.8％をピークに減少し，2011年は37.9％となった．これに対し

実際人口における2011年の65歳以上割合が26％と低くなっているのは，現実に観察された過去の出生・

死亡の影響に他ならない（表10，表11）．

次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，50年

と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると全年齢で出生率の低下がみられ，

出生率低下が新たな局面に入ったことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳以下における出

生率の大きな低下と30歳以上での出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990

年以降，30歳代における出生率の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降にな
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



ると20歳代の出生率は小幅になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って大きく上昇しており，こ

のことが合計特殊出生率を押し上げている．2011年を2010年と比べると，30歳未満では0.008低下し

ているが，30歳以上では逆に0.014上昇している．

出生順位別出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した後，1990

年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移するが，

第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3子以上の

出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．しかし，

2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，中でも第

1子および第2子の上昇が大きい（表8）．

年齢別死亡率は，前年と比べるとほぼ全年齢で上昇している（表9）．2011年3月に発生した東日

本大震災による死亡の増加が少なからず影響したものと思われる．2010年からの上昇幅は高年齢ほど

大きく，100歳以上では男性が0.02，女性は0.03となっている．

2011年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少人口割合は11％，老年人口割合は34％

であった（表12）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安定人口年齢構造の年少人口割

合は小さく，老年人口割合は大きい．この差は，前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図1）．
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図１ 年次別標準化人口動態率：1947～2011年
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2011年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，11年
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図４ 出生順位別出生率：1954～2011年

参考図 2011年以降出生率，死亡率一定による人口総数
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2011年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2011

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31
9.40
9.14

20.25
18.17
16.96

15.40
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.18
4.82
4.66
4.61
4.45
4.20
4.05
3.84
3.73
3.56

3.57
3.44
3.28
3.27
3.15
3.06
2.94
2.82
2.84
2.73

2.72
2.66
2.65
2.62
2.53
2.57
2.41
2.36
2.36
2.33

2.23
2.14
2.09
2.08
2.04
2.04
1.98
1.94
1.92
1.86
1.85
1.92

15.01
14.19
10.79

15.47
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.08
11.05
11.31
11.47
11.02
10.12
9.60
9.47
9.52
9.51

9.19
9.11
9.47
9.68
9.80
9.48
9.32
9.13
8.82
8.29

8.02
8.12
7.82
7.52
7.89
7.33
7.48
7.29
7.27
7.02

7.27
7.15
7.12
6.91
6.91
6.68
7.08
7.22
7.43
7.45
7.56
7.21

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.27
42.19
41.15
40.94
40.41

39.45
38.79
39.40
40.02
40.05
38.74
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.38
28.72
28.47
27.80
27.66
26.96
28.00
28.30
28.88
28.77
29.07
28.24

111.47
100.00
93.35

84.79
68.16
65.76

60.68
42.40
38.57
32.81

28.54
26.56
25.64
25.36
24.49
23.14
22.30
21.15
20.52
19.62

19.67
18.94
18.05
17.99
17.36
16.82
16.18
15.53
15.61
15.03

14.97
14.64
14.60
14.41
13.92
14.12
13.28
12.99
12.98
12.85

12.29
11.81
11.51
11.44
11.24
11.25
10.88
10.66
10.55
10.22
10.17
10.58

105.85
100.00
76.09

109.02
125.61
126.05

101.86
64.70
54.20
68.91

71.05
77.88
79.71
80.83
77.71
71.32
67.66
66.76
67.09
67.03

64.78
64.22
66.74
68.23
69.12
66.81
65.72
64.36
62.21
58.43

56.55
57.27
55.15
53.03
55.66
51.67
52.74
51.40
51.23
49.49

51.27
50.39
50.20
48.74
48.69
47.09
49.92
50.90
52.36
52.52
53.26
50.86

34.9
32.4
29.4

34.3
33.5
33.0

28.1
19.4
17.2
18.6

18.8
19.2
19.3
19.4
18.6
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.6
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.7
8.5
8.5
8.3

20.3
18.2
16.5

14.6
11.9
11.6

10.9
7.8
7.6
7.1

6.9
6.6
6.5
6.6
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.2
8.6
8.6
8.8
9.1
9.1
9.5
9.9

14.6
14.2
12.9

19.7
21.6
21.4

17.2
11.6
9.6
11.5

11.9
12.6
12.8
12.8
12.1
10.8
10.0
9.4
8.8
8.2

7.4
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6
-1.0
-1.6

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口およ
びそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は
総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄
県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2011年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2011

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

静止粗
再生産率
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37
1.39
1.39

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67
0.67
0.68

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66
0.67
0.67

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70
-0.69
-0.68

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1
29.5
29.6

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0
29.4
29.6

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4
44.0
44.2

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2011年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2011

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54
-13.10
-12.87

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96
6.11
6.24

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50
19.21
19.11

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60
30.68
30.78

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89
10.10
10.29

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08
51.41
51.83

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03
38.49
37.89

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75
12.57
12.49

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60
61.43
61.24

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65
26.00
26.27
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2011年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2011

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

573,535
589,609
591,674
581,255
587,300

579,046
583,823
598,402
615,115
631,902

645,697
676,161
697,914
706,469
708,275

719,200
752,108
770,934
807,277
829,661

871,126
912,779
963,410
982,147
961,117

938,475
911,098
900,670
882,705
881,552

689,606
855,834
799,633
782,360
759,420

26,337,289

2,923,373
3,008,288
3,434,516
3,879,180
4,690,579
4,514,500
3,886,853

240
762

1,902
3,464
6,950

10,740
15,113
19,514
25,378
33,314

41,500
52,389
62,187
69,405
74,903

76,811
78,618
76,657
72,990
68,414

61,698
54,412
45,045
34,789
25,328

16,880
10,403
5,868
3,017
1,269

473
204
67
36
63

1,050,806

13,318
104,059
300,385
373,491
221,273
37,437

843

131
396
976

1,782
3,618

5,512
7,771
9,958
12,913
17,003

21,340
26,838
31,720
35,559
38,331

39,390
40,411
39,447
37,500
35,030

31,469
28,008
23,016
17,637
12,784

8,799
5,384
2,993
1,509
645

235
100
30
13
22

538,271

6,903
53,157
153,788
191,778
112,914
19,330

400

109
366
926

1,682
3,332

5,228
7,342
9,556
12,465
16,311

20,160
25,551
30,467
33,846
36,572

37,421
38,207
37,210
35,490
33,384

30,229
26,404
22,029
17,152
12,544

8,081
5,019
2,875
1,508
624

238
104
37
23
41

512,535

6,415
50,902
146,597
181,713
108,358
18,107

443

0.00042
0.00129
0.00321
0.00596
0.01183

0.01855
0.02589
0.03261
0.04126
0.05272

0.06427
0.07748
0.08910
0.09824
0.10575

0.10680
0.10453
0.09943
0.09042
0.08246

0.07083
0.05961
0.04676
0.03542
0.02635

0.01799
0.01142
0.00652
0.00342
0.00144

0.00069
0.00024
0.00008
0.00005
0.00008

1.39312

0.00456
0.03459
0.08746
0.09628
0.04717
0.00829
0.00022

0.00019
0.00062
0.00157
0.00289
0.00567

0.00903
0.01258
0.01597
0.02026
0.02581

0.03122
0.03779
0.04365
0.04791
0.05164

0.05203
0.05080
0.04827
0.04396
0.04024

0.03470
0.02893
0.02287
0.01746
0.01305

0.00861
0.00551
0.00319
0.00171
0.00071

0.00035
0.00012
0.00005
0.00003
0.00005

0.67944

0.00219
0.01692
0.04268
0.04684
0.02310
0.00401
0.00011

99,538
99,522
99,502
99,480
99,455

99,427
99,398
99,366
99,333
99,298

99,264
99,228
99,192
99,155
99,116

99,076
99,035
98,992
98,946
98,898

98,845
98,789
98,728
98,664
98,594

98,519
98,439
98,354
98,260
98,158

98,046
97,923
97,791
97,648
97,496

－

497,497
496,822
495,955
494,947
493,620
491,730
488,904

0.00019
0.00062
0.00156
0.00288
0.00564

0.00898
0.01250
0.01587
0.02013
0.02563

0.03099
0.03750
0.04330
0.04750
0.05118

0.05155
0.05031
0.04778
0.04350
0.03979

0.03430
0.02858
0.02257
0.01723
0.01287

0.00848
0.00542
0.00314
0.00168
0.00069

0.00034
0.00012
0.00005
0.00003
0.00005

0.67295

0.00218
0.01681
0.04234
0.04637
0.02281
0.00394
0.00011

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2011年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2011年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省大
臣官房統計情報部の2011年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省大臣官房統計情報部の『簡易生命表』に
よるL

F
x．なお，出生数は母の年齢が15歳未満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数

については，既知の年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2011年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2011

年齢
x 1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00042

0.00129

0.00321

0.00596

0.01183

0.01855

0.02589

0.03261

0.04126

0.05272

0.06427

0.07748

0.08910

0.09824

0.10575

0.10680

0.10453

0.09943

0.09042

0.08246

0.07083

0.05961

0.04676

0.03542

0.02635

0.01799

0.01142

0.00652

0.00342

0.00144

0.00069

0.00024

0.00008

0.00005

0.00008

1.39312

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2011年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2011

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00042
0.00129
0.00321
0.00596
0.01183

0.01855
0.02589
0.03261
0.04126
0.05272

0.06427
0.07748
0.08910
0.09824
0.10575

0.10680
0.10453
0.09943
0.09042
0.08246

0.07083
0.05961
0.04676
0.03542
0.02635

0.01799
0.01142
0.00652
0.00342
0.00144

0.00069
0.00024
0.00008
0.00005
0.00008

1.39312
30.63

0.00456
0.03459
0.08746
0.09628
0.04717
0.00829
0.00022

0.00041
0.00127
0.00306
0.00535
0.01021

0.01506
0.01884
0.02175
0.02621
0.03273

0.03914
0.04571
0.05116
0.05447
0.05530

0.05175
0.04629
0.04015
0.03388
0.02972

0.02454
0.02025
0.01556
0.01168
0.00897

0.00637
0.00416
0.00236
0.00121
0.00055

0.00028
0.00009
0.00003
0.00002
0.00005

0.67858
29.37

0.00407
0.02311
0.04936
0.03996
0.01598
0.00298
0.00009

0.00001
0.00002
0.00015
0.00057
0.00155

0.00319
0.00635
0.00942
0.01261
0.01610

0.01941
0.02400
0.02836
0.03252
0.03690

0.03990
0.04166
0.04150
0.03828
0.03466

0.02940
0.02442
0.01888
0.01413
0.01038

0.00689
0.00409
0.00229
0.00117
0.00043

0.00019
0.00006
0.00001
0.00001
0.00002

0.49957
31.34

0.00046
0.00968
0.02844
0.03910
0.01918
0.00303
0.00006

－
－

0.00000
0.00004
0.00007

0.00028
0.00066
0.00130
0.00223
0.00341

0.00492
0.00656
0.00793
0.00935
0.01108

0.01236
0.01352
0.01451
0.01488
0.01455

0.01345
0.01169
0.00939
0.00710
0.00496

0.00314
0.00205
0.00111
0.00057
0.00024

0.00010
0.00004
0.00002
0.00001
0.00001

0.17154
32.66

0.00002
0.00161
0.00804
0.01401
0.00920
0.00145
0.00003

－
－

0.00000
－

0.00001

0.00001
0.00004
0.00013
0.00019
0.00042

0.00067
0.00097
0.00136
0.00151
0.00198

0.00221
0.00248
0.00259
0.00267
0.00275

0.00264
0.00245
0.00219
0.00185
0.00145

0.00108
0.00075
0.00045
0.00027
0.00014

0.00006
0.00002
0.00001
0.00000
0.00000

0.03335
33.72

0.00000
0.00016
0.00131
0.00255
0.00210
0.00054
0.00002

－
－
－
－
－

－
0.00000
0.00002
0.00002
0.00005

0.00013
0.00023
0.00030
0.00039
0.00050

0.00058
0.00058
0.00068
0.00070
0.00077

0.00079
0.00081
0.00073
0.00067
0.00059

0.00051
0.00037
0.00030
0.00019
0.00008

0.00006
0.00002
0.00001
0.00000
0.00000

0.01008
34.98

－
0.00002
0.00031
0.00067
0.00072
0.00029
0.00002

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が0を示す．
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表７ 女性の出生順位別出生率：1955-2011年

Table7.TotalFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:1955-2011

年次
Year

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2.370

2.004

2.139

2.135

1.909

1.746

1.764

1.723

1.691

1.656

1.572

1.543

1.535

1.502

1.458

1.500

1.422

1.425

1.388

1.384

1.342

1.359

1.334

1.319

1.290

1.289

1.260

1.317

1.337

1.367

1.368

1.387

1.393

0.721

0.867

0.993

0.943

0.862

0.785

0.761

0.742

0.721

0.699

0.670

0.663

0.680

0.676

0.667

0.693

0.660

0.659

0.649

0.657

0.650

0.662

0.655

0.659

0.638

0.637

0.624

0.652

0.659

0.671

0.678

0.684

0.679

0.602

0.648

0.813

0.844

0.759

0.692

0.695

0.675

0.662

0.647

0.605

0.587

0.572

0.557

0.537

0.550

0.521

0.532

0.515

0.509

0.489

0.495

0.484

0.475

0.474

0.476

0.464

0.482

0.485

0.493

0.489

0.496

0.500

0.463

0.284

0.246

0.282

0.236

0.229

0.263

0.261

0.262

0.264

0.251

0.246

0.237

0.225

0.211

0.211

0.197

0.192

0.184

0.178

0.166

0.165

0.159

0.150

0.144

0.142

0.139

0.149

0.157

0.164

0.162

0.167

0.172

0.288

0.107

0.055

0.047

0.037

0.030

0.036

0.036

0.036

0.037

0.037

0.038

0.037

0.036

0.035

0.036

0.035

0.034

0.032

0.031

0.029

0.030

0.028

0.027

0.026

0.026

0.025

0.026

0.028

0.030

0.030

0.032

0.033

0.296

0.098

0.031

0.019

0.015

0.010

0.009

0.009

0.009

0.009

0.008

0.008

0.009

0.008

0.008

0.009

0.009

0.009

0.009

0.008

0.008

0.008

0.008

0.008

0.008

0.008

0.007

0.008

0.008

0.009

0.009

0.010

0.010
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表８ 女性の出生順位別平均出生年齢：1955-2011年

Table8.MeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1955-2011

年次
Year

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

28.85

27.87

27.70

27.75

27.46

27.75

28.28

28.40

28.55

28.70

28.84

28.95

29.01

29.11

29.21

29.31

29.39

29.51

29.57

29.62

29.64

29.65

29.66

29.69

29.81

29.91

29.97

30.08

30.22

30.30

30.43

30.52

30.63

25.11

25.61

25.89

25.82

25.66

26.07

26.52

26.66

26.80

26.92

27.05

27.16

27.24

27.38

27.53

27.66

27.76

27.88

27.94

27.98

27.99

28.00

28.03

28.12

28.33

28.49

28.61

28.71

28.86

28.94

29.12

29.26

29.37

27.56

27.99

28.45

28.46

28.15

28.43

28.84

28.94

29.05

29.19

29.34

29.47

29.59

29.69

29.80

29.92

30.01

30.15

30.26

30.39

30.49

30.52

30.53

30.57

30.59

30.67

30.72

30.86

31.01

31.08

31.20

31.24

31.34

29.94

30.12

30.42

30.76

30.51

30.50

31.03

31.13

31.25

31.37

31.52

31.64

31.77

31.89

32.01

32.11

32.16

32.24

32.33

32.40

32.47

32.54

32.59

32.63

32.60

32.58

32.50

32.52

32.56

32.56

32.62

32.65

32.66

31.97

32.24

32.34

32.55

32.45

32.33

32.83

32.95

33.00

33.22

33.34

33.45

33.55

33.70

33.80

33.89

33.97

34.02

34.06

34.13

34.18

34.29

34.33

34.35

34.33

34.24

34.18

34.10

34.01

33.90

33.87

33.78

33.72

35.82

35.84

35.94

35.50

35.25

35.19

35.08

35.05

35.24

35.27

35.30

35.35

35.38

35.46

35.56

35.67

35.75

35.74

35.73

35.92

35.82

35.79

35.81

35.94

35.91

35.92

35.84

35.75

35.60

35.52

35.31

35.16

34.98

年齢別出生率に基づき算出．
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表９ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2011年

Table9.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2011

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

126,180,135

5,254,695
5,445,641
5,865,089
6,009,104
6,168,601

7,004,336
7,896,984
9,545,378
9,154,892
7,837,332

7,546,347
8,246,939
10,572,580
7,818,783
7,151,471

6,121,638
4,481,083
2,617,082
1,079,000
316,000
47,000

1,253,066

3,626
750
729

1,742
2,967

3,687
4,921
7,973
11,202
14,995

22,462
37,496
72,199
82,152
113,237

167,891
220,352
223,038
162,202
79,851
19,593

0.00993

0.00069
0.00014
0.00012
0.00029
0.00048

0.00053
0.00062
0.00084
0.00122
0.00191

0.00298
0.00455
0.00683
0.01051
0.01583

0.02743
0.04917
0.08522
0.15033
0.25269
0.41686

61,453,172

2,690,708
2,787,937
3,004,038
3,085,731
3,160,313

3,569,820
4,017,804
4,854,799
4,640,392
3,950,479

3,778,645
4,095,184
5,189,039
3,737,843
3,321,035

2,669,930
1,757,857
824,866
252,000
59,000
6,000

656,540

1,876
404
443

1,132
1,990

2,394
3,145
4,985
7,114
9,488

14,809
25,236
49,878
56,629
75,251

105,312
124,393
98,756
51,493
18,771
3,040

0.01068

0.00070
0.00015
0.00015
0.00037
0.00063

0.00067
0.00078
0.00103
0.00153
0.00240

0.00392
0.00616
0.00961
0.01515
0.02266

0.03944
0.07076
0.11972
0.20434
0.31816
0.50660

64,726,963

2,563,987
2,657,704
2,861,051
2,923,373
3,008,288

3,434,516
3,879,180
4,690,579
4,514,500
3,886,853

3,767,702
4,151,755
5,383,541
4,080,940
3,830,436

3,451,708
2,723,226
1,792,216
827,000
259,000
40,000

596,526

1,750
345
286
610
977

1,293
1,777
2,988
4,088
5,507

7,654
12,261
22,323
25,526
37,990

62,583
95,960
124,279
110,702
61,075
16,551

0.00922

0.00068
0.00013
0.00010
0.00021
0.00032

0.00038
0.00046
0.00064
0.00091
0.00142

0.00203
0.00295
0.00415
0.00626
0.00992

0.01813
0.03524
0.06934
0.13386
0.23581
0.41379

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2011年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2011年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省大臣官
房統計情報部の2011年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳分を既知の男女年齢別数値の割合に
応じて按分補正したものである．

表10 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2011年，2010年

Table10.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2011,2010

安定人口指標 2011年 2010年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01287

0.00624

0.01911

30.78394

44.03799

30.61869

-0.01310

0.00611

0.01921

30.68113

44.21749

30.51295

0.00024

0.00013

-0.00010

0.10281

-0.17949

0.10574
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表11 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2011年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2011

年齢
x

構造係数
C

F
x

年齢
x

構造係数
C

F
x

年齢
x

構造係数
C

F
x

年齢
x

構造係数
C

F
x

年齢
x

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00627
0.00635
0.00643
0.00651
0.00659

0.00668
0.00676
0.00685
0.00694
0.00702

0.00711
0.00721
0.00730
0.00739
0.00749

0.00758
0.00768
0.00778
0.00788
0.00798

0.00808
0.00818
0.00828
0.00839
0.00849

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00860
0.00871
0.00882
0.00893
0.00904

0.00915
0.00927
0.00939
0.00950
0.00962

0.00974
0.00986
0.00998
0.01011
0.01023

0.01035
0.01048
0.01061
0.01073
0.01086

0.01099
0.01112
0.01125
0.01137
0.01150

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01163
0.01176
0.01189
0.01202
0.01215

0.01228
0.01240
0.01253
0.01265
0.01278

0.01290
0.01301
0.01313
0.01324
0.01335

0.01346
0.01356
0.01366
0.01375
0.01383

0.01390
0.01396
0.01401
0.01405
0.01406

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01406
0.01403
0.01397
0.01388
0.01376

0.01359
0.01337
0.01310
0.01278
0.01240

0.01195
0.01142
0.01083
0.01015
0.00941

0.00861
0.00776
0.00688
0.00599
0.00512

0.00428
0.00349
0.00278
0.00214
0.00160
0.00326

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.03214
0.03424
0.03650
0.03890
0.04142

0.04410
0.04693
0.04992
0.05303
0.05623

0.05946
0.06264
0.06563
0.06825
0.06998

0.06971
0.06524
0.05376
0.03435
0.01430

0.00326

1.00000
0.10289
0.51826
0.37885

表12 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2011年

Table12.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2011
（％）

年齢
Age
x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.42
3.64
3.88
4.13
4.40

4.68
4.98
5.29
5.61
5.94

6.26
6.55
6.79
6.94
6.94

6.64
5.84
4.40
2.54
0.95
0.20

10.94
54.62
34.44

48.15

1.75
1.86
1.99
2.12
2.25

2.39
2.54
2.70
2.86
3.02

3.17
3.30
3.39
3.40
3.31

3.03
2.45
1.61
0.75
0.21
0.03

5.60
27.75
14.80

51.85

1.67
1.78
1.89
2.02
2.15

2.29
2.43
2.59
2.75
2.92

3.08
3.25
3.40
3.54
3.63

3.61
3.38
2.79
1.78
0.74
0.17

5.33
26.87
19.64

100.00

4.16
4.32
4.65
4.76
4.89

5.55
6.26
7.56
7.26
6.21

5.98
6.54
8.38
6.20
5.67

4.85
3.55
2.07
0.86
0.25
0.04

13.13
63.39
23.48

48.70

2.13
2.21
2.38
2.45
2.50

2.83
3.18
3.85
3.68
3.13

2.99
3.25
4.11
2.96
2.63

2.12
1.39
0.65
0.20
0.05
0.00

6.72
31.97
10.01

51.30

2.03
2.11
2.27
2.32
2.38

2.72
3.07
3.72
3.58
3.08

2.99
3.29
4.27
3.23
3.04

2.74
2.16
1.42
0.66
0.21
0.03

6.41
31.42
13.48

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2011年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2011年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019
2020
2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090
2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190
2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290
2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390
2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490
2500
2600
2700
2800
2900
3000

-1.76
-2.29
-2.81
-3.32
-3.81
-4.29
-4.74
-5.18
-5.60
-5.99
-9.00
-10.76
-11.72
-13.67
-13.61
-12.68
-12.85
-12.97
-12.82
-12.82
-12.94
-12.85
-12.82
-12.91
-12.87
-12.84
-12.89
-12.87
-12.85
-12.87
-12.87
-12.85
-12.87
-12.87
-12.86
-12.87
-12.87
-12.86
-12.86
-12.87
-12.86
-12.86
-12.87
-12.87
-12.86
-12.87
-12.87
-12.86
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87
-12.87

8.36
8.16
7.98
7.80
7.64
7.50
7.38
7.27
7.17
7.09
6.83
6.79
6.54
6.50
6.69
6.64
6.58
6.67
6.65
6.60
6.65
6.65
6.62
6.64
6.65
6.62
6.63
6.64
6.63
6.63
6.64
6.63
6.63
6.64
6.63
6.63
6.64
6.63
6.63
6.64
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63
6.63

10.12
10.45
10.78
11.12
11.46
11.79
12.12
12.44
12.77
13.08
15.83
17.56
18.26
20.17
20.30
19.32
19.43
19.64
19.47
19.42
19.59
19.50
19.44
19.54
19.51
19.46
19.52
19.52
19.48
19.51
19.51
19.49
19.50
19.51
19.49
19.50
19.51
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50

127,799
127,574
127,283
126,926
126,506
126,024
125,485
124,891
124,246
123,553
114,673
103,846
92,899
81,901
71,288
62,539
55,074
48,393
42,529
37,426
32,901
28,916
25,437
22,366
19,659
17,290
15,204
13,365
11,753
10,335
9,086
7,989
7,025
6,177
5,431
4,776
4,199
3,692
3,246
2,854
2,510
2,207
1,940
1,706
1,500
1,319
1,160
1,020
897
788
693
610
536
471
414
364
320
282
78
21
6
2
0

13.07
12.99
12.89
12.80
12.69
12.57
12.46
12.36
12.26
12.19
11.19
10.99
10.96
10.76
10.87
11.02
10.91
10.89
10.98
10.93
10.90
10.96
10.94
10.92
10.95
10.94
10.92
10.94
10.94
10.93
10.94
10.94
10.93
10.94
10.94
10.93
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94
10.94

63.65
62.89
62.09
61.31
60.72
60.27
59.92
59.66
59.48
59.30
58.79
55.48
53.63
54.12
54.74
54.43
54.58
54.77
54.56
54.56
54.72
54.60
54.57
54.67
54.62
54.58
54.65
54.63
54.60
54.63
54.63
54.61
54.63
54.63
54.61
54.62
54.63
54.62
54.62
54.63
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62
54.62

23.28
24.12
25.01
25.89
26.59
27.16
27.62
27.99
28.26
28.51
30.02
33.53
35.41
35.12
34.39
34.55
34.50
34.34
34.46
34.51
34.38
34.44
34.49
34.41
34.43
34.47
34.43
34.43
34.46
34.44
34.43
34.45
34.44
34.43
34.45
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44
34.44

11.51
11.89
12.22
12.45
12.80
13.23
13.66
14.04
14.42
14.56
17.88
17.92
20.85
21.95
20.60
20.30
20.83
20.59
20.39
20.66
20.63
20.45
20.60
20.63
20.50
20.57
20.61
20.53
20.56
20.60
20.55
20.56
20.58
20.56
20.56
20.58
20.57
20.56
20.57
20.57
20.56
20.57
20.57
20.56
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57
20.57

94.77
94.71
94.65
94.58
94.51
94.44
94.37
94.29
94.21
94.14
93.37
92.94
92.81
92.10
92.43
92.96
92.88
92.80
92.91
92.90
92.83
92.88
92.90
92.85
92.87
92.89
92.86
92.87
92.88
92.87
92.87
92.88
92.87
92.87
92.88
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87
92.87

2011年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2011年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.39），出生性比（105.0）および生命表による死亡率（平均寿命男：79.44年，女：85.90年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2011年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2011

2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400

2500

2.29

1.66
1.05
0.46
-0.11
-0.64
-1.14
-1.61
-2.06
-2.47

-5.27
-4.97
-3.41
-4.32
-2.26
0.21
0.10

-0.17
0.02
0.12
-0.11
-0.00
0.08
-0.06
-0.01
0.05
-0.03

-0.02
0.00
0.00

-0.00

12.39

12.05
11.73
11.44
11.16
10.91
10.69
10.49
10.32
10.17

9.50
10.70
11.78
11.12
11.94
12.57
11.84

11.99
12.38
11.99
12.00
12.27
12.07
12.02
12.20
12.10
12.05

12.15
12.12
12.11

12.11

10.10

10.39
10.69
10.98
11.27
11.56
11.84
12.11
12.38
12.64

14.76
15.67
15.20
15.44
14.20
12.35
11.73

12.16
12.36
11.88
12.11
12.27
11.99
12.08
12.21
12.05
12.08

12.17
12.11
12.11

12.11

127,799

128,091
128,304
128,439
128,497
128,484
128,401
128,254
128,048
127,784

122,902
116,311
111,771
107,521
103,625
102,679
102,960

102,903
102,778
102,904
102,902
102,816
102,878
102,894
102,839
102,867
102,886

102,852
102,864
102,867

102,867

13.07

13.34
13.59
13.82
14.04
14.25
14.45
14.66
14.87
15.10

15.52
15.15
16.94
17.78
17.38
18.22
18.43

17.77
18.10
18.32
17.93
18.06
18.24
18.02
18.05
18.18
18.06

18.06
18.10
18.10

18.10

63.65

62.64
61.60
60.59
59.78
59.11
58.56
58.09
57.72
57.34

56.47
54.92
53.63
55.47
58.96
59.02
58.11

59.16
59.12
58.36
58.96
59.05
58.56
58.86
58.98
58.69
58.81

58.93
58.82
58.82

58.83

23.28

24.02
24.81
25.59
26.18
26.64
26.99
27.25
27.42
27.56

28.01
29.94
29.43
26.75
23.66
22.76
23.46

23.07
22.79
23.32
23.11
22.90
23.20
23.12
22.97
23.13
23.12

23.01
23.08
23.08

23.08

11.51

11.84
12.12
12.30
12.60
12.98
13.35
13.67
13.99
14.08

16.68
16.00
17.33
16.72
14.17
12.36
12.60

13.37
12.56
12.51
13.16
12.70
12.58
12.99
12.77
12.65
12.89

12.80
12.77
12.78

12.78

94.77

94.75
94.73
94.70
94.67
94.63
94.60
94.56
94.52
94.48

94.11
94.15
94.74
94.96
96.02
97.07
97.33

97.06
97.04
97.27
97.11
97.07
97.21
97.13
97.09
97.18
97.15

97.11
97.14
97.14

97.14

2011年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2011年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.0）および生命表による死亡率（平均寿命男：79.44年，女：85.90年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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都道府県別標準化人口動態率：2011年

わが国の都道府県標準化人口動態率は，1925年，30年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，1985

年以降は毎年，研究所によって公表されている１）．今回は2011年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省大臣官房統計情報部『平成23年 人口動態統計 中巻』

人口（総人口）：総務省統計局『人口推計（平成23年10月1日現在）』

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2011年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した． （佐々井司・別府志海・石川晃）

主要結果

1930年全国人口を標準とした出生率は，2011年を標準とした場合の率と比べすべての都道府県で高

くなっている．両者の差は人口の年齢構造の違いによって生じている．ただし，東京都では両者の差

がほとんどなく，神奈川県や京都府等でもその差は小さい．

出生数を人口総数で除した普通出生率は沖縄県で最も高く，秋田県で最も低くなっているが，2011

年全国標準化出生率では，沖縄県が最も高いことに変わりはないものの，その他の都道府県では相対

的な高低が大きく異なる（表1）．普通率に比べて標準化率が顕著に低いのは，愛知県，福岡県，神

奈川県，大阪府，東京都などの大都市圏に属する地域であり，なかでも東京都は標準化率で最も低く

なる．逆に，その他の地域では標準化率が普通率を大きく上回る傾向にある．ちなみに都道府県ごと

に観測された普通率と標準化率の差異は，分母である女性の年齢別人口構造の違いによるものである．

1930年全国人口を標準とした2011年の死亡率は，被災地3県を除けば都道府県間の差異がほとんど

みられない．また2011年標準化率と比べ，すべての都道府県において著しく低くなることから，死亡

率に関しては人口の年齢構造の違いが大きく影響していることがわかる．

死亡率では，標準化率の分散が普通率のそれに比べてかなり小さいことがわかる（表1）．年齢別

の死亡率自体には都道府県間の差異があまりなく，普通死亡率が主として人口の年齢構造の違いに規

定されていることを示唆している．ただし，2011年の都道府県別死亡率には東日本大震災の影響がみ

られことに留意が必要である．とりわけ，岩手県，宮城県では普通率，標準化率ともに著しく高い値

を示している．都道府県ごとに観測される普通率と標準化率との乖離は，概して年齢別人口構造の違
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1）前年（2010年）の結果については，石川晃「都道府県別標準化人口動態率：2010年」『人口問題研究』第67

巻第4号，2011年12月，pp120～125を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これにより，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および自然増加率の水準を示そうとす

るものである．

3）女性の年齢別出生率について，2011年分は本号，佐々井司・別府志海・石川晃「都道府県別にみた女性の年

齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2011年」を参照のこと．



いによって生じている．大阪府，滋賀県，千葉県，愛知県，東京都，埼玉県，神奈川県，沖縄県にお

ける人口の年齢構造は，全国平均と比較して現在のところ“若い”ことから，普通率よりも標準化し

た死亡率のほうが顕著に高くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，1930年全国人口を標準とした場合，都道府県間でその水

準にばらつきがみられるもののすべて大幅なプラスとなっている（図，表1）．

2011年の普通率でみる限り，沖縄県，愛知県，滋賀県，神奈川県，埼玉県，東京都の6地域でプラ

スとなっているが，2011年全国人口標準化率でみると沖縄県，熊本県，宮崎県，福井県，長野県，島

根県の6地域でプラスになっている．仮に南関東の4地域（神奈川県，埼玉県，東京都，千葉県）な

らびに愛知県における人口の年齢構造が全国と同じであるとすると，2011年の自然増加率は大幅にマ

イナスとなっていたことになる．すなわち，普通率でプラスを示しているいずれの地域も標準化率で

はマイナスとなることから，普通率は各地域人口の年齢構造に大きな影響を受ける指標であることが

わかる．他方，普通率でみるとほとんどの地域で大幅なマイナスを示しているが，標準化率ではその

水準が大幅に緩和される地域も少なくない．ただし，北海道や青森県では依然2％を超える高い減少

率となっている．また，福島県，宮城県，岩手県では東日本大震災の影響がみられる．これは，前述

の死亡率上昇の寄与するところが大きい．

1930年全国人口を標準とした各指標の推移をみると，各都道府県の時系列変化と都道府県間の分散

の推移が読み取れる．各指標とも，1950年時点では都道府県間の差異が大きく変動係数も大きいが，

1970年以降は概ね安定している（表2～4）．出生率はほとんどの都道府県において1950年から1960

年にかけて低下した後，1970年まで一時上昇している．東京都，京都府，大阪府でこの傾向が典型的

に現れている．その後は再び低下が続くが，2005年から2010年の間上昇している（表2）．これらの

一連の動向は合計特殊出生率の推移とも符合している．死亡率については，1950年以降，沖縄を除き

すべての都道府県でほぼ一貫して低下しているが，2011年は，東日本大震災の影響により，岩手県，

宮崎県，福島県において死亡率が大幅に上昇していることが一見してわかる（表3）．
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図 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2011年
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表１ 都道府県別標準化人口動態率：2011年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2011年全国人口標準 ［参考］2011年普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

9.14

8.54
9.53
9.70
8.49
9.29

10.02
10.29
9.48
9.44
9.63

8.59
8.77
6.91
8.41
9.58

9.31
9.65
10.62
9.49
10.13

9.77
10.16
9.84
10.06
10.15

8.25
8.75
9.40
8.51
10.31

10.81
11.07
10.06
10.48
10.52

9.82
10.80
10.47
9.52
9.61

11.03
10.96
11.10
10.59
11.63

11.23
12.72

9.86
1.02
10.39

1.92

1.92
2.20
4.07
4.27
2.06

1.90
2.44
1.97
1.98
1.87

1.85
1.81
1.78
1.79
1.78

1.83
1.77
1.66
1.77
1.69

1.80
1.81
1.80
1.84
1.63

1.72
1.93
1.81
1.71
2.02

1.96
1.76
1.76
1.77
1.88

1.97
1.85
1.90
1.98
1.89

1.91
1.93
1.77
1.82
1.90

2.00
2.00

1.97
0.49
24.88

7.21

6.61
7.33
5.62
4.22
7.23

8.12
7.85
7.52
7.46
7.76

6.74
6.96
5.12
6.62
7.80

7.48
7.88
8.96
7.72
8.44

7.97
8.35
8.04
8.21
8.52

6.53
6.81
7.59
6.80
8.29

8.85
9.31
8.31
8.71
8.64

7.85
8.95
8.57
7.53
7.72

9.13
9.04
9.33
8.76
9.73

9.23
10.72

7.89
1.19
15.02

8.22

7.51
8.21
8.39
7.55
8.02

8.77
8.75
8.35
8.31
8.51

7.84
7.98
6.69
7.86
8.51

8.27
8.67
9.34
8.59
9.10

8.69
8.97
8.83
8.81
9.14

7.70
7.87
8.48
7.76
8.86

9.45
9.65
8.87
9.19
9.06

8.55
9.30
8.96
8.32
8.58

9.63
9.55
9.68
9.29
9.91

9.81
11.22

8.71
0.78
8.97

9.80

9.59
11.00
14.49
14.70
10.34

9.84
11.28
10.22
10.33
9.91

9.86
9.53
9.35
9.34
9.42

9.44
9.46
9.30
9.51
8.88

9.59
9.58
9.64
9.79
9.19

9.34
10.02
9.57
9.28
10.35

9.62
9.34
9.25
9.30
9.92

9.67
9.54
9.83
9.73
9.66

9.90
9.81
9.14
9.54
9.63

9.92
9.46

9.90
1.09
11.04

-1.58

-2.09
-2.79
-6.10
-7.15
-2.32

-1.07
-2.53
-1.87
-2.02
-1.41

-2.02
-1.55
-2.66
-1.48
-0.90

-1.17
-0.79
0.04
-0.92
0.22

-0.89
-0.60
-0.81
-0.98
-0.04

-1.64
-2.15
-1.09
-1.51
-1.49

-0.17
0.30
-0.38
-0.11
-0.86

-1.11
-0.24
-0.87
-1.41
-1.08

-0.27
-0.26
0.53
-0.24
0.28

-0.11
1.76

-1.19
1.48

-124.53

8.22

7.16
6.99
7.08
7.76
6.19

7.37
7.57
7.85
7.96
7.82

8.06
8.11
8.03
8.39
7.48

7.19
8.19
8.38
7.48
7.90

8.14
8.31
9.30
8.16
9.44

7.87
8.34
8.48
7.45
7.50

8.42
7.84
8.57
8.92
7.78

7.58
8.38
7.96
6.91
9.10

8.99
8.27
8.89
8.38
8.98

8.97
12.08

8.13
0.89
11.00

9.80

10.38
12.05
17.00
14.60
13.62

12.81
13.12
10.11
10.23
10.46

8.00
8.32
8.01
7.83
11.57

11.27
10.26
10.91
10.91
11.15

10.17
9.95
8.05
10.43
8.41

9.40
8.91
9.36
9.50
12.37

11.88
13.21
10.52
10.02
12.40

12.09
11.41
11.91
13.03
9.47

11.19
11.74
11.04
11.59
11.48

12.39
7.63

10.90
1.90
17.41

-1.58

-3.22
-5.05
-9.91
-6.84
-7.43

-5.45
-5.55
-2.26
-2.28
-2.65

0.05
-0.21
0.02
0.56
-4.09

-4.08
-2.06
-2.53
-3.44
-3.25

-2.03
-1.64
1.25
-2.27
1.03

-1.53
-0.57
-0.88
-2.05
-4.87

-3.46
-5.38
-1.94
-1.10
-4.62

-4.51
-3.03
-3.95
-6.12
-0.37

-2.20
-3.47
-2.15
-3.20
-2.50

-3.42
4.45

-2.77
2.49

-89.91

率算出の分母人口は，総人口（日本に在住する外国人を含む）1,000についてのものである．
なお参考として，総人口を分母とした普通率を掲載した．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別標準化出生率：1950～2011年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
［参考］

2010年順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動 係 数 ％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42

13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.00
7.48

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.92
8.03

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.98
9.57

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.89
9.48

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.97
9.63

9.14

8.54
9.53
9.70
8.49
9.29

10.02
10.29
9.48
9.44
9.63

8.59
8.77
6.91
8.41
9.58

9.31
9.65
10.62
9.49
10.13

9.77
10.16
9.84
10.06
10.15

8.25
8.75
9.40
8.51
10.31

10.81
11.07
10.06
10.48
10.52

9.82
10.80
10.47
9.52
9.61

11.03
10.96
11.10
10.59
11.63

11.23
12.72

9.86
1.02
10.39

-

42
31
26
44
38

22
16
34
35
28

41
39
47
45
30

37
27
10
33
19

25
17
23
21
18

46
40
36
43
15

8
5
20
13
12

24
9
14
32
29

6
7
4
11
2

3
1

9.12

8.55
9.45
9.89
8.75
8.86

9.92
10.37
9.53
9.55
9.55

8.62
8.77
6.96
8.46
9.56

9.29
9.50
10.44
9.51
9.93

9.49
10.08
9.78
9.91
10.09

8.30
8.73
9.29
8.53
10.01

10.32
11.11
9.98
10.35
10.59

9.49
10.60
10.16
9.58
9.63

10.91
10.87
10.92
10.44
11.52

10.98
12.71

9.78
0.98
9.97

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年，2011年は総人口，1960～2010年は日本人人口による．
なお，2010年は2011年との比較のため，参考として総人口を分母とした値を併記した.
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別標準化死亡率：1950～2011年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
［参考］

2010年順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動 係 数 ％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77

11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81

10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

11.16
1.09
9.77

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

7.12
0.45
6.38

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

5.33
0.31
5.73

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
1.93

3.63
0.30
8.33

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
1.67

2.76
0.20
7.30

2.70

2.67
3.05
2.66
2.61
2.77

2.66
2.81
2.79
2.81
2.66

2.61
2.63
2.70
2.56
2.59

2.61
2.53
2.50
2.57
2.49

2.67
2.60
2.68
2.70
2.56

2.69
2.86
2.76
2.57
2.82

2.80
2.64
2.67
2.65
2.84

2.79
2.75
2.79
2.84
2.78

2.82
2.77
2.56
2.69
2.69

2.75
2.75

2.70
0.11
4.09

2.14

2.23
2.56
2.30
2.14
2.30

2.11
2.25
2.22
2.29
2.19

2.12
2.12
2.08
2.04
2.09

2.06
2.06
2.02
2.07
1.96

2.09
2.06
2.12
2.09
1.99

2.04
2.26
2.17
2.09
2.27

2.22
2.13
2.06
2.06
2.26

2.23
2.12
2.24
2.28
2.18

2.16
2.24
2.03
2.04
2.14

2.27
2.18

2.15
0.11
5.04

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.90

1.92

1.92
2.20
4.07
4.27
2.06

1.90
2.44
1.97
1.98
1.87

1.85
1.81
1.78
1.79
1.78

1.83
1.77
1.66
1.77
1.69

1.80
1.81
1.80
1.84
1.63

1.72
1.93
1.81
1.71
2.02

1.96
1.76
1.76
1.77
1.88

1.97
1.85
1.90
1.98
1.89

1.91
1.93
1.77
1.82
1.90

2.00
2.00

1.97
0.49
24.88

-

16
4
2
1
5

18
3
12
10
23

25
29
36
34
35

27
40
46
37
45

32
31
33
26
47

43
14
30
44
6

13
41
42
38
22

11
24
19
9
21

17
15
39
28
20

8
7

1.86

1.96
2.26
2.07
1.83
2.07

1.80
1.98
1.95
1.96
1.91

1.87
1.82
1.81
1.75
1.83

1.82
1.83
1.69
1.84
1.62

1.81
1.81
1.81
1.82
1.68

1.75
1.94
1.86
1.75
1.98

2.03
1.85
1.79
1.80
1.97

1.91
1.87
1.93
1.98
1.89

1.89
1.98
1.76
1.77
1.85

1.95
1.95

1.87
0.11
6.11

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年，2011年は総人口，1960～2010年は日本人人口による．
なお，2010年は2011年との比較のため，参考として総人口を分母とした値を併記した.
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別標準化自然増加率：1950～2011年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
［参考］

2010年順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動 係 数 ％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00

12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85

11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

14.86
2.76

18.59

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

8.15
1.35
16.60

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

10.00
0.77
7.73

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
15.19

9.78
1.13
11.60

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
12.04

8.71
1.01
11.59

6.81

5.98
7.35
8.28
7.08
7.42

8.74
8.86
7.48
7.57
7.90

6.30
6.31
4.46
6.15
7.96

7.57
7.62
8.68
7.89
8.44

7.57
7.70
7.36
7.70
8.04

6.06
6.24
6.80
6.38
7.43

8.59
8.87
7.94
7.20
7.50

7.45
8.09
7.40
7.36
6.61

8.86
8.18
8.37
7.85
8.68

8.28
10.08

7.59
0.98
12.91

6.58

5.82
6.49
7.57
6.44
7.02

8.03
8.28
6.97
7.41
7.47

6.25
6.22
4.54
6.00
7.13

7.41
7.21
8.40
7.39
8.05

7.36
7.55
7.14
7.40
7.59

5.91
6.05
6.39
6.00
6.97

8.05
8.28
7.44
7.27
7.39

6.58
7.84
7.24
6.91
6.46

8.11
7.78
8.12
7.70
8.23

8.02
9.78

7.23
0.89
12.33

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.21

6.61
7.33
5.62
4.22
7.23

8.12
7.85
7.52
7.46
7.76

6.74
6.96
5.12
6.62
7.80

7.48
7.88
8.96
7.72
8.44

7.97
8.35
8.04
8.21
8.52

6.53
6.81
7.59
6.80
8.29

8.85
9.31
8.31
8.71
8.64

7.85
8.95
8.57
7.53
7.72

9.13
9.04
9.33
8.76
9.73

9.23
10.72

7.89
1.19
15.02

-

43
36
45
47
37

21
26
33
35
28

41
38
46
42
27

34
24
8
30
16

23
17
22
20
15

44
39
31
40
19

10
4
18
12
13

25
9
14
32
29

6
7
3
11
2

5
1

7.26

6.59
7.19
7.83
6.92
6.79

8.13
8.39
7.58
7.59
7.64

6.74
6.94
5.15
6.71
7.73

7.46
7.68
8.75
7.67
8.31

7.68
8.27
7.97
8.08
8.40

6.55
6.79
7.43
6.78
8.03

8.30
9.26
8.19
8.56
8.62

7.58
8.73
8.23
7.60
7.74

9.02
8.89
9.16
8.67
9.67

9.02
10.75

7.91
0.97
12.29

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年，2011年は総人口，1960～2010年は日本人人口による．
なお，2010年は2011年との比較のため，参考として総人口を分母とした値を併記した.
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2011年

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，研究所では，国勢調査年次，1970年以降は

毎年，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を算出・公表している１）．今回は2011年の結果につ

いて概説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省大臣官房統計情報部『平成23年 人口動態統計 中巻』

人口（総人口）：総務省統計局『人口推計（平成23年10月1日現在）』

年齢別出生率は5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15歳未満は15～19歳に含め，

50歳以上は45～49歳に含めた．なお，出生数の年齢不詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分

布に応じて按分した．

算出に用いた出生数が日本人であるため，本来であれば年齢別出生率算出の際に分母として用いる

女性の人口も日本人にするのが妥当である．しかし，国勢調査間の年次に関しては都道府県，年齢別

に日本人人口が公表されていないため，便宜上，分母人口に総人口を用いている．都道府県との比較

のため，全国値についても分母人口に総人口を用い算出した結果を掲載している２）．

（佐々井司・別府志海・石川晃）

主要結果

合計特殊出生率に観測される都道府県間の差異は，出生水準に基づく順位のパターンに大きな変化

はみられない．2011年をみると，最も出生率の高い沖縄県（1.86）と最も低い東京都（1.06），その

間においては九州各県の出生率が比較的高くなっており，反対に大都市を抱える都道府県で顕著に低

くなる傾向がみられる（表1）．

女性の平均出生年齢と合計特殊出生率との相関関係をみたものが図1である．東京都と沖縄県が特

異な位置にあるが，その他の地域は広く分散しつつも，平均出生年齢が高い地域ほど合計特殊出生率

が低いという緩やかな関係を示している．合計特殊出生率と平均出生年齢の関係から特定地域につい

て年齢別出生率をみたものが図2である．各年齢における出生率の複合的な組み合わせによって合計

特殊出生率全体の差異がもたらされているが，主として20歳代および30歳代前半における出生率の寄

与度が大きい．沖縄県を除き，都道府県間の差異は20歳代および30歳代前半で顕著である．沖縄県は

30代後半と40歳代の前半でも高い出生率を示している．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に沿った動きがみ

られる．ただし，都道府県間の分散の程度を表す変動係数が近年上昇する傾向にある一方で，1980年
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1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標 昭和45年～60年」研究資料

第246号，1987年2月

石川 晃「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2010年」『人口問題研究』

第67巻第4号，2011年12月，pp126～131

2）分母人口に日本人を用い，かつ年齢各歳別に算出した全国の出生率および合計特殊出生率は本号，別府志海・

石川晃「全国人口の再生産に関する主要指標：2011年」を参照のこと．



以降は都道府県の合計特殊出生率の平均が合計特殊出生率の全国値を常に上回っていることから，人

口の多い都道府県の出生率が全国値を押し下げていることがわかる．また女性の平均出生年齢は，

1980年より全体的に上昇傾向を示すなか，変動係数等の推移に示唆されるように都道府県間の差異が

若干開く傾向がみられる（表3）．

次に，合計特殊出生率に対する出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．都道府県間の

分散は高出生順位ほど大きくなり，合計特殊出生率全体の差異も高出生順位の出生水準によって規定

されている側面が強いといえる．ただし，合計特殊出生率が相対的に低い，奈良県，宮城県，北海道，

京都府，東京都では第1子の出生率が0.6前後と他府県と比べ顕著に低くなっている．なかでも，東

京都における低出生率の要因は第2子以上の低さに起因していることがわかる．他方，沖縄県におけ

る合計特殊出生率の高さは主として第3子以上が高いことに起因していることがわかる．
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図１ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2011年
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図２ 特定地域の年齢別出生率：2011年

図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2011年
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表１ 都道府県別女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2011年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

38.97

34.86
36.66
38.16
36.64
35.60

40.35
40.09
39.22
39.49
39.19

36.93
37.96
33.36
37.38
39.44

37.98
40.49
43.41
37.72
41.46

40.03
41.84
42.31
40.54
43.73

36.20
37.31
39.39
35.14
38.85

44.83
44.66
42.22
43.39
41.87

39.69
43.74
41.35
38.00
41.79

45.59
43.27
45.40
43.81
46.78

46.33
53.88

40.60
3.81
9.38

4.50

4.22
4.30
3.53
3.50
2.67

2.93
4.78
4.93
4.66
5.00

3.96
4.29
2.80
3.73
3.09

2.92
3.93
3.79
3.64
3.90

3.80
4.24
4.91
4.68
4.23

3.75
5.84
4.64
3.80
4.46

5.86
3.71
4.70
6.28
6.76

5.00
5.91
6.42
5.41
5.64

5.59
3.89
5.16
4.96
5.82

5.02
10.86

4.64
1.36
29.32

33.39

37.06
48.08
46.62
33.75
46.53

42.05
55.85
40.09
40.59
38.36

26.88
30.16
16.15
23.54
36.98

34.60
34.15
42.44
30.35
37.77

34.04
41.87
32.61
41.61
33.43

20.68
31.57
32.28
26.24
52.32

52.55
54.50
39.66
41.16
49.61

40.69
52.63
50.25
42.29
36.84

51.68
50.66
51.12
46.23
59.91

49.68
60.98

40.83
10.19
24.96

84.70

81.28
92.13
96.55
82.43
90.74

106.56
99.77
91.19
89.58
92.92

79.61
78.66
53.57
72.08
96.47

94.12
91.63
107.95
93.55
96.61

98.98
98.26
94.75
99.09
99.30

74.43
78.29
87.24
78.08
98.74

100.00
104.50
100.02
103.68
101.15

101.74
102.42
102.80
91.41
88.40

105.00
108.24
108.23
101.07
115.28

110.91
107.63

94.62
11.81
12.48

93.68

81.52
85.97
88.26
82.47
86.37

90.22
89.27
90.11
91.52
95.43

91.99
93.24
79.83
94.82
93.59

93.97
102.09
103.96
98.61
102.65

100.65
100.21
104.87
98.83
106.43

93.49
90.83
100.13
94.63
95.85

95.35
103.05
98.42
102.56
97.13

89.77
101.34
95.78
88.20
97.14

100.12
101.90
101.54
101.94
101.94

104.00
111.74

96.04
6.93
7.22

46.23

39.27
39.20
40.17
41.02
37.59

43.97
39.24
44.08
42.96
43.42

45.96
46.56
49.84
50.38
45.13

41.46
47.19
46.30
49.00
50.31

44.61
45.55
46.77
42.76
49.31

47.79
44.60
46.74
44.57
39.85

53.00
48.86
45.00
45.31
42.33

42.35
43.19
39.61
42.12
47.18

51.15
47.38
48.38
47.54
44.14

49.47
65.73

45.50
4.72
10.37

8.12

6.40
6.24
6.30
6.87
5.53

6.88
6.66
7.33
7.09
7.44

8.01
8.43
10.39
9.58
6.86

7.16
6.68
6.62
7.07
8.53

5.97
7.98
7.33
6.89
8.24

9.06
7.76
7.97
6.67
6.88

8.35
8.00
7.27
7.24
7.48

6.48
7.03
7.28
8.00
8.11

7.85
7.38
8.95
7.81
7.79

8.39
14.82

7.64
1.42
18.62

0.21

0.13
0.09
0.10
0.13
0.13

0.32
0.37
0.10
0.15
0.12

0.20
0.26
0.38
0.25
0.22

0.23
0.21
0.21
0.07
0.30

0.11
0.21
0.21
0.18
0.23

0.21
0.15
0.17
0.20
0.22

0.06
0.00
0.18
0.21
0.18

0.09
0.14
0.12
0.23
0.22

0.20
0.09
0.15
0.18
0.18

0.16
0.44

0.18
0.08
45.85

1.35

1.25
1.38
1.41
1.25
1.35

1.46
1.48
1.39
1.38
1.41

1.28
1.31
1.06
1.27
1.41

1.37
1.43
1.56
1.41
1.50

1.44
1.49
1.46
1.47
1.51

1.25
1.30
1.40
1.27
1.49

1.58
1.61
1.48
1.53
1.52

1.43
1.56
1.51
1.39
1.42

1.61
1.60
1.62
1.55
1.68

1.64
1.86

1.45
0.14
9.57

30.62

30.19
29.80
29.88
30.40
29.85

30.10
29.59
30.21
30.20
30.27

30.89
30.82
31.97
31.32
30.37

30.39
30.57
30.19
30.70
30.57

30.39
30.28
30.57
30.13
30.63

31.29
30.60
30.66
30.86
29.78

30.08
30.02
30.24
30.14
29.83

30.01
29.82
29.72
30.10
30.47

30.05
30.02
30.04
30.16
29.63

30.08
30.28

30.30
0.46
1.53

率算出の分母人口は，総人口（日本に在住する外国人を含む）女性人口1,000についてのものである．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別合計特殊出生率：1950～2011年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
［参考］

2010年順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.56

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.46

2.08
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.11
5.47

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.13
7.30

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.63

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
8.93

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.82

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
8.91

1.35
（1.39）

1.25
1.38
1.41
1.25
1.35

1.46
1.48
1.39
1.38
1.41

1.28
1.31
1.06
1.27
1.41

1.37
1.43
1.56
1.41
1.50

1.44
1.49
1.46
1.47
1.51

1.25
1.30
1.40
1.27
1.49

1.58
1.61
1.48
1.53
1.52

1.43
1.56
1.51
1.39
1.42

1.61
1.60
1.62
1.55
1.68

1.64
1.86

1.45
0.14
9.57

-

45
36
31
44
38

22
19
33
35
28

41
39
47
42
29

37
26
10
30
16

24
17
23
21
15

46
40
32
43
18

8
5
20
12
13

25
9
14
34
27

6
7
4
11
2

3
1

1.35

1.25
1.37
1.43
1.29
1.29

1.45
1.49
1.39
1.40
1.40

1.28
1.30
1.07
1.28
1.41

1.37
1.40
1.54
1.41
1.47

1.40
1.48
1.44
1.45
1.49

1.25
1.29
1.37
1.27
1.45

1.50
1.62
1.46
1.51
1.53

1.39
1.53
1.47
1.40
1.42

1.59
1.58
1.59
1.52
1.66

1.60
1.86

1.43
0.13
9.21

率算出の分母人口は，1950年および2011年は総人口，1960～2010年は日本人人口による．
なお，2010年は2011年との比較のため，参考として総人口を分母とした値を併記した.
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を，年齢区分は各歳別率を用い算出したものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別平均出生年齢：1950～2011年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
［参考］

2010年順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.95

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.30

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.48
1.75

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.42

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.37
1.30

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.29

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.39
1.32

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.43
1.44

30.62

30.19
29.80
29.88
30.40
29.85

30.10
29.59
30.21
30.20
30.27

30.89
30.82
31.97
31.32
30.37

30.39
30.57
30.19
30.70
30.57

30.39
30.28
30.57
30.13
30.63

31.29
30.60
30.66
30.86
29.78

30.08
30.02
30.24
30.14
29.83

30.01
29.82
29.72
30.10
30.47

30.05
30.02
30.04
30.16
29.63

30.08
30.28

30.30
0.46
1.53

-

25
43
39
15
40

30
47
23
24
21

4
6
1
2
18

16
13
26
7
11

17
19
12
29
9

3
10
8
5
44

33
36
22
28
41

38
42
45
31
14

34
37
35
27
46

32
20

30.54

30.07
29.74
29.79
30.33
30.03

29.99
29.59
30.14
30.14
30.26

30.80
30.69
31.92
31.21
30.36

30.43
30.43
30.36
30.57
30.57

30.36
30.22
30.48
30.07
30.50

31.13
30.49
30.54
30.79
29.81

29.99
30.05
30.15
30.02
29.73

30.07
29.77
29.77
30.09
30.41

30.00
29.98
29.97
30.11
29.60

30.09
30.26

30.25
0.44
1.45

率算出の分母人口は，1950年および2011年は総人口，1960～2010年は日本人人口による．
なお，2010年は2011年との比較のため，参考として総人口を分母とした値を併記した.
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2011年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.35

1.25
1.38
1.41
1.25
1.35

1.46
1.48
1.39
1.38
1.41

1.28
1.31
1.06
1.27
1.41

1.37
1.43
1.56
1.41
1.50

1.44
1.49
1.46
1.47
1.51

1.25
1.30
1.40
1.27
1.49

1.58
1.61
1.48
1.53
1.52

1.43
1.56
1.51
1.39
1.42

1.61
1.60
1.62
1.55
1.68

1.64
1.86

1.45
0.14
9.57

0.66

0.61
0.65
0.64
0.59
0.66

0.67
0.67
0.65
0.67
0.66

0.64
0.65
0.60
0.66
0.67

0.67
0.68
0.71
0.65
0.71

0.67
0.72
0.72
0.71
0.72

0.60
0.64
0.67
0.60
0.70

0.70
0.72
0.67
0.72
0.69

0.68
0.73
0.69
0.64
0.66

0.70
0.70
0.71
0.69
0.72

0.71
0.74

0.68
0.04
5.64

0.49

0.44
0.50
0.50
0.46
0.49

0.55
0.53
0.52
0.50
0.53

0.46
0.47
0.35
0.45
0.51

0.51
0.51
0.58
0.53
0.54

0.55
0.56
0.53
0.54
0.55

0.45
0.46
0.52
0.48
0.54

0.59
0.55
0.54
0.56
0.56

0.52
0.59
0.56
0.49
0.50

0.55
0.56
0.57
0.57
0.59

0.57
0.58

0.52
0.05
9.21

0.21

0.20
0.23
0.27
0.20
0.20

0.24
0.28
0.22
0.21
0.22

0.18
0.18
0.11
0.16
0.22

0.19
0.24
0.27
0.23
0.24

0.22
0.21
0.20
0.22
0.24

0.19
0.19
0.21
0.20
0.24

0.29
0.34
0.27
0.24
0.28

0.23
0.25
0.25
0.25
0.26

0.36
0.34
0.33
0.28
0.36

0.36
0.54

0.25
0.07
27.63

30.62

30.19
29.80
29.88
30.40
29.85

30.10
29.59
30.21
30.20
30.27

30.89
30.82
31.97
31.32
30.37

30.39
30.57
30.19
30.70
30.57

30.39
30.28
30.57
30.13
30.63

31.29
30.60
30.66
30.86
29.78

30.08
30.02
30.24
30.14
29.83

30.01
29.82
29.72
30.10
30.47

30.05
30.02
30.04
30.16
29.63

30.08
30.28

30.30
0.46
1.53

29.36

28.86
28.26
28.45
29.11
28.38

28.66
28.05
28.80
28.80
28.87

29.70
29.61
30.96
30.23
28.90

29.00
29.17
28.66
29.28
29.18

28.89
28.94
29.34
28.75
29.31

30.10
29.36
29.39
29.44
28.54

28.51
28.48
28.85
28.84
28.31

28.69
28.40
28.35
28.64
29.08

28.35
28.50
28.51
28.61
28.02

28.53
28.21

28.89
0.58
2.00

31.33

30.92
30.66
30.38
31.01
30.74

30.64
30.06
30.92
30.98
30.97

31.65
31.65
32.97
32.20
31.11

31.16
31.21
30.83
31.38
31.26

31.18
31.05
31.33
30.86
31.36

31.89
31.34
31.41
31.66
30.16

30.59
30.49
30.82
30.79
30.43

30.67
30.50
30.34
30.64
31.08

30.43
30.44
30.53
30.72
30.09

30.53
30.47

30.95
0.56
1.81

32.92

32.61
32.29
32.36
32.72
32.48

32.85
32.35
32.64
32.71
32.80

33.17
33.07
34.20
33.39
33.10

33.24
33.19
32.90
33.15
33.10

32.90
32.76
32.92
32.72
32.92

33.55
33.02
32.91
33.25
32.51

32.79
32.58
32.55
32.51
32.42

32.45
32.36
32.08
32.71
32.79

32.74
32.41
32.48
32.85
32.13

32.43
32.88

32.79
0.39
1.19

表1の注参照．
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書 評・紹 介

IanMorris

WhytheWestRules・ForNow:
ThePatternsofHistory,andWhatTheyRevealAbouttheFuture

ProfileBooks,London,2010,757pp.

まだ邦訳は出ていないようであるが，タイトルを仮訳すれば「なぜ西洋に覇権があるのか？―今の

ところ」とでもなるだろうか．著者のモリス氏はイギリス生まれ，アメリカ・スタンフォード大学教

授の歴史学者・考古学者であり，2010年に出版されたこの本でなぜ西洋が世界を支配しているのか，

なぜ産業革命は中国でなくイングランドで起こったのか，という疑問に対して，人類史スパンの1万

4千年前から現在史に至る「社会開発度」を数値化し，その計量的分析から歴史の再解釈，さらには

未来の見通しを示している．その疑問に対する答えをあえて単純化すれば，東洋はこれから西洋を超

える可能性があるが，そもそも東洋と西洋の差が消滅することもありうるし，現代の動向のまま今後

100年続けばどこかで破たんが起きるが，そうならないように画期的な技術革新が起こる可能性があ

る，ということのようである．

人口開発論的には，この「社会開発度」をどう定義するかは興味深いが，著者はそれを，①エネル

ギー利用度（EnergyCapture），②社会組織度（Organization）の指標としての最大都市人口，③

戦争実行能力（War-makingCapacity），④情報技術（InformationTechnology）とし，それぞれ

を紀元前14,000年から紀元2000年の範囲で数値化し西洋と東洋で比較している．人類がアフリカ発祥

であることから，当初地理的に西洋は東洋に先駆けていたが，その差は紀元前後のローマ帝国・漢代

中国での東西接触により縮まり，唐代以降の紀元600年から1700年では東洋が西洋を凌駕するに至っ

た．その後英国で始まった産業革命により，1900年の社会開発度は西洋が大きく東洋に先駆けるが，

2000年にはその差は縮んでいる．それら詳しい算出方法自体は，モリス氏のwebページにて閲覧も

可能である．

各時代についての解説には様々な要素がちりばめられているので，それらを一つずつ吟味するには

ページが足りないが，東洋・日本からの視点で興味深いのは，唐から明にいたる時代で東洋が西洋を

上回ったと示した点である．近年つとに，中世中国の再評価は盛んになってきているものの，人口数

以外の数値で示したものはあまりないのではないか．また本書で東洋とはあくまでも中国であり，朝

鮮半島・日本はその周縁，という捕らえ方に終始しており，これは今のアメリカの世界観を反映して

いるようでもあり興味深い．

逆に本書では中東を「西洋」に含めており，インド圏の取り扱いは曖昧である．10世紀に100万人

を越えたとされるバグダッド都市人口値は採用せず，その時代の中東・イスラーム社会に対する評価

は低い．これはどちらかといえば，文化的な偏見というよりは，考古学者として発掘されていないも

のを信じることはできない，ということであろうし，この地域の客観的な考古学的歴史研究が今後発

展していくように発破をかけているのではないかとすら思える．

モリス氏は，スタンフォード大学の教授であり，いわゆる「権威」的な立場であるにもかかわらず，

自分がなぜ考古学者になったかというと，若い頃にフォン・デニケンの「未来の記憶」，つまり宇宙

人が超古代に地球に文明をもたらした，という短編映画を見たからだと書いており，要所要所に，西

洋，東洋の文明発展に宇宙人は必要なかった，との解説を加えている．ウィットがちりばめられてい

る本である．

「理系と文系が出会った歴史書」というのは，クリストファー・ロイドの歴史書に使われている形

容詞であるが，この本も同様である．近年グローバル・ヒストリーという分野が進展しているが，あ

る特定の地域に偏らず，世界全体の歴史の流れを客観的事実によって比較分析し，将来予測に生かす，

という試みが多くなされつつあり，この本はその流れに沿って，ウィリアム・マクニールの「疾病と

世界史」，ジャレッド・ダイアモンドの「銃・病原菌・鉄」に続く快作であるといえる．（林 玲子）
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研究活動報告

アジア人口学会2012年大会

第2回アジア人口学会大会（The2ndAsianPopulationAssociationConference）が2012年8月26

日～29日にかけてタイ王国の首都バンコクで開催された．インドのニューデリーで2010年に開催され

た第1回大会に続く本大会では，最新の人口学的データと人口学的分析に基づく社会経済活動と人口

変動の相互作用的性格（theinterrelatedcharacterofsocial,economicanddemographictrends,

drawingonthelatestdemographicdataandanalysistoexaminespecificissuesofchange）の

解明が共通の主眼とされた．

まず，学会大会開催に先立つ8月23日～25日には3つのセミナーとワークショップが開催された．

研究報告が行われた3日間については，17に大別された多岐にわたる各テーマ（「データの質と利用

可能性」，「出生力」，「世帯・結婚・家族」，「成人及び乳幼児の健康・傷病・死亡」，「国内人口移動と

都市化」，「高齢化と世代間関係」，「リプロダクティブヘルス」，「国際人口移動」，「難民」，「アジアに

おけるライフコース」，「貧困と開発」，「人口と教育」，「労働力・雇用」，「ジェンダー」，「環境・気候

変動と人口」，「人口政策」）について，合計100のセッション（約400の口頭報告）と約300のポスター

報告が行われた．また，27日と28日にはそれぞれ「アジアの出生力はどこまで下がるのか」及び「ア

ジア人口の移動」と題された2つのパネルディスカッションがあった．50カ国以上の大学・研究機関，

国際機関，政府機関，NGO等から600名を超える参加があり，当研究所からは金子隆一（副所長），

岩澤美帆（人口動向研究部第1室長），鎌田健司（人口動向研究部第1室研究員），菅桂太（人口構造

研究部第3室研究員）が参加し，それぞれが研究報告を行った．

（菅桂太・鎌田健司記）

日本人口学会2012年度第１回東日本地域部会

日本人口学会の2012年度第1回東日本部会は，2012年9月1日（土）午後，原俊彦・札幌市立大学

教授の企画・運営のもとで，同大学サテライトキャンパスで開催された．すべての報告に対し活発な

質疑応答が交わされ，盛況で有意義な研究報告会となった．報告者および報告タイトルは次の通りで

ある．

1．林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

「人口減少社会の都市化と人口移動～ハバロフスクと札幌の比較から」

2．菅 桂太（国立社会保障・人口問題研究所）

「シンガポールにおける出生力変動の民族格差」

3．鈴木 透（国立社会保障・人口問題研究所）

「東アジアの独居老人―日本・韓国・台湾の比較―」

4．山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

「地域別将来人口推計における出生指標に関する検討―都道府県を単位としたCWRとTFRの

比較―」
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5．小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

「人口ポテンシャル概念に基づく地方都市中心地の勢力変化―北海道を事例として―」

6．松浦 司（中央大学経済学部）

「希望子ども数の決定要因分析」

7．鎌田健司（国立社会保障・人口問題研究所）

「2005年以降における出生力変動の地域格差とその要因」

8．石井憲雄（東北大学大学院）

「近年のTFR回復における都道府県間差異に関する研究」

（鈴木 透記）

2012年韓国人口学会定期学術大会

2012年韓国人口学会（会長：李承旭ソウル大学校教授）定期学術大会は，2012年9月7日（金）～

8日（土）の二日間にわたり，釜山広域市Bexcoにおいて開催された．この会場は，2013年10月の国

際人口学会大会（XXVIIIUSSPInternationalPopulationConference）の会場にも予定されてい

る．日本・韓国・台湾・タイの4カ国協定により，各国人口学会会員は相手国の人口学会に加入せず

に大会に参加できる．この協定により，日本人口学会から小島宏会員（早稲田大学），聶海松会員

（東京農工大学）および筆者が参加し，英語で報告を行った．

9月7日（金）は，大学院生セッション以外では「人口住宅総調査」「Marriage」「統計に現れた

性差」「将来推計の方法論」「婚姻と出産」の各セッションが行われ，小島会員は「Marriage」部会

で“ReligionandtheTimingofFamilyFormationinEastAsia”と題する報告を行った．9月8

日（土）は「歯科衛生学と人口学的諸要因」「老人の生活」「ElderlyPeopleinEastAsia」「老人の

口腔健康」の各セッションが行われ，「ElderlyPeopleinEastAsia」部会で聶会員が“Demographic

TransitionandChallengesFacinganAgingPopulationinChina”，筆者が“ElderlyPeopleLiv-

ingAloneinEasternAsia-ComparisonofJapan,KoreaandTaiwan”と題し報告した．またこ

の日は「婚姻移住現象に対する人口学的照明：アジアの脈絡から」と題する特別セッションが行われ，

ベトナムのホーチミン国立大学のHongXoanNguyen講師が送出国，培材大学校の李惠景教授が受

入国の立場から報告（英語）を行い，三人のパネリストが討論に立った． （鈴木 透記）

2012年度統計関連学会連合大会

2012年9月9日（日）～12日（水），2012年度統計関連学会連合大会が開催された．2012年度統計

関連学会連合大会は，統計関連学会連合の6学会（応用統計学会，日本計算機統計学会，日本計量生

物学会，日本行動計量学会，日本統計学会，日本分類学会）の共催であり，9日はチュートリアルセッ

ションと市民講演会，10日からは北海道大学高等教育推進機構で本大会が開催された．

参加者総数は824名，発表件数は368件であり，内訳は大会特別セッション（5），企画セッション

（84），一般セッション（248），コンペセッション（27），デモンストレーション（4）となっていた．

筆者は「人口統計」のセッションにおいて，「日本版死亡データベース（JMD）の開発と死亡分析

への応用」について報告を行った．今回はこれ以外のセッションに参加できなかったが，このセッショ

ンでは，寿命のハザードモデルやLee-Carterモデルの改良など死亡研究に関するものの他，同居児
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法を用いた有児就業女性の出生率推計や婚姻の生命表分析に関する研究報告が行われ，活発に討論が

行われた． （石井 太記）

2012年度日本建築学会大会（東海）

2012年度日本建築学会大会（東海）は，9月12日（水）～14日（金）の3日間，名古屋大学東山キャ

ンパス（名古屋市）において開催された．1万人近い登録参加者に加え，記念講演「漂うモダニズム」

（槇文彦名誉会員）や記念シンポジウム「名古屋・愛知・東海の防災とまちづくり」など一般公開さ

れた企画には多くの市民の参加があった．建築計画や都市計画などの計画系の分野は，人口や世帯に

とっていわば器である住宅やそれを取り巻く環境を対象とするもので，日頃とは違った視点からの研

究成果に触れることのできる機会である．研究報告では，数年来の流れであるコンパクトシティ研究

のほか，住宅のミスマッチなど，人口減少社会における居住の再編に着目したものも隆盛である．人

口・世帯研究に関連するおもな報告を以下に挙げる．

「交通施設の整備状況に着目した地方都市の人口動態の地域的特徴」 小川宏樹（和歌山大）他

「三重県四日市市における公共交通沿線の人口増減の実態と課題」 浦山益郎（三重大）他

「都市縮小期（アーバンシュリンケージ）の人口構造 世界的文脈と我が国の特徴」

海道清信（名城大）

「ロジット型居住地選択モデルの新しい導出方法」 本間健太郎（東京理科大）他

「メッシュデータを用いた東京近郊における人口減少の要因分析」 小倉匠人（東京都市大）他

「将来人口推計比較による被災地における転出超過の分析 茨城県を対象として」

小林隆史（東京工業大）他

「住宅の機能を代替する施設立地と生活行動による人口分布の分析」 鈴木達也（首都大）他

「住宅と居住世帯のミスマッチ問題における実態と地域性の分析」 五十石俊祐（筑波大）他

「出生における住環境の役割 山形県と沖縄県の比較分析」 井原弘策（神戸大）他

「世帯の家族類型変動における地域差の検討 全国調査の結果から」

小山泰代（国立社会保障・人口問題研究所）

（小山泰代記）

日本家族社会学会第22回大会

本大会は，2012年9月16～17日にお茶の水女子大学で開催され，参加者は300人と盛況であった．

17日午後に行われたシンポジウム「育児と介護の家族戦略」では，育児戦略と見えない統制―育児メ

ディアの変遷から（天童睦子），介護の家族戦略―規範・選好・資源（上野千鶴子），家族戦略？―個

人戦略と公共政策の狭間（武川正吾）の3報告がなされた．会員企画による5つのテーマセッション

では合計20の報告がなされ，自由報告では，仕事と生活，多様な家族，介護と葬送，親と子ども，出

産，結婚・夫婦，世代間関係・親族，家事・育児の8セッションで合計28の報告がなされた．テーマ

セッションと自由報告では，質的手法による研究の数が量的調査に基づくものを上回っていた．

社人研で実施している全国家庭動向調査や出生動向基本調査で扱う内容と特に関連のある報告は以

下のとおりである．

………

……………

………………………………………………………………………………

………………………

………

………………………………………………………………………

…………

…………

……………………

…………………………………………………
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男性の家事・育児，夫婦間の家事分担，仕事と家族のテーマを扱うものでは，夫の働き方・就業環

境と家事分担―社研パネル調査データから（不破麻紀子），男性の家事分担の変化―NFRJを用いた

時点間比較（乾順子），男性の育児遂行の規定要因再考―資源としての職場環境，男性の家事・育児

参加と生育歴との関係―日米比較を通して（林葉子），父親の育児・家事参加における妻のマターナ

ル・ゲートキーピングと父親の就労意識との関連―日米比較を通じて（中川まり），アジア3カ国に

おける家族政策関連制度利用の規定要因（小島宏），夫婦の就業形態と消費の関係―共働き化が家計

に与える影響についての考察（山田昌弘），定年退職と家事分担（竹内麻貴）の7報告，親と子・世

代間関係に関するものでは，親子の私的移転からみる階層格差（白波瀬佐和子），同居母子世帯出現

率の地域的差異―もうひとつの家族の地域性（稲葉昭英），親の子どもに対する関わり方の経年的変

化と規定要因（苫米地なつ帆・三浦哲）の3報告，結婚・家族形成に関するものでは，配偶者選択過

程における愛情と選択性―北京の中年期男女に対するインタビュー調査をもとに（于建明），Diver-

sityofGenderPreferenceforChildreninAsia（殷棋洙），フェミニストアプローチによる現代日

本の結婚への一考察（CuervoGiraldoNorma）の3報告である． （釜野さおり記）

特別講演会

ラウンドテーブル・セミナー「世界の人口高齢化」

2012年10月2日（火）午後，当研究所にて，世界の人口高齢化に関する特別講演会（ラウンドテー

ブル・セミナー）がUNFPA，ジョイセフ，当研究所の共催で行われた．これは前日，「国際高齢者

デー」に当たる2012年10月1日に行われたUNFPA世界の高齢化に関する報告書リリース記念シン

ポジウムに続いて行われたものである．西村周三社人研所長の歓迎挨拶に答え，UNFPA事務局長

ババトゥンデ・オショティメイン氏が，世界の人口高齢化はまずは祝福すべきことであること，今後

各国が人口高齢化対策の能力強化を行っていくうえで，UNFPAは南北，南々のコラボレーション

を促進する役目を果たしていくとの挨拶をされた．

ラウンドテーブルでは，まず中国人民大学老年学研究所教授の杜 氏が，中国の人口高齢化を2010

年の中国人口普査（国勢調査）の結果に基づいて，中国の高齢化は大都市ではなく人口転出が続く農

村部を抱える省（地方行政区）で激しいこと，年金や最低生活保証金といった社会保障は拡充してき

ていること，高齢者の教育水準が上昇してきていることなど，10の特徴を解説された．次に「日本の

人口高齢化推移と長寿化について」と題して当研究所人口動向研究部長石井太氏が，「社会保障政策

における日本の特色」を当研究所社会保障基礎理論研究部長金子能宏氏が，日本の人口高齢化につい

てそれぞれ人口，社会保障の側面から概説した．韓国の人口高齢化についてはソウル大学校教授であ

り韓国人口学会会長でもあるリー・スンウク（李承旭）氏が，韓国の出生率・死亡率の推移を概説し，

韓国の急激な人口高齢化は時限爆弾のようなものだとしながら，中高年女性支援，心理側面も含めた

高齢化対策について説明された．次に，日本大学人口問題研究所所長である小川直宏氏は，アジアの

国民世代間移転勘定（NTA：NationalTransferAccounts）について概説された．

UNFPAからは，本部（N.Y.）技術顧問であるアン・パウリツコ氏，アジア太平洋地域事務所長

の堀部伸子氏がUNFPAの世界の人口高齢化に対するこれまでの活動と今後の進展について述べら

れた．最後に，人口高齢化に取り組んでいる，世界でも数少ないNGOである，ヘルプ・エイジイン

ターナショナルの代表であるリチャード・ブレウィット氏が，今後世界の人口高齢化対策に対する日

本のリーダーシップを期待すると締めくくった．

質疑の時間は限られていたが，2010年中国人口普査結果で合計特殊出生率が1.18であることに関し
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て，今後中国のより急速な高齢化が予測されていることや，脱医療化・在宅ケアをどのように行って

いくか，女性高齢者の貧困に対する対応をどうするのか，高齢の路上生活者，外国の高齢者ケアのた

めに出て行く移民が自分の高齢両親をケアできない現状について等，世界の高齢化問題に対する多様

な要素が議論された．最後に現在ジョイセフ会長である明石康氏が，今後世界の高齢化は発展途上国

でより重篤となることを認識し，各国が協力して取り組んでいくことの重要性を強調して，閉会の挨

拶とされた． （林 玲子記）

2012年日本地理学会秋季学術大会

2012年日本地理学会秋季学術大会は，2012年10月6日～9日（8・9日は巡検のみ），神戸大学

（兵庫県神戸市）において開催された．一般発表89件，ポスター発表41件が行われた．この他に45件

の発表からなる8つのシンポジウム，2件の講演からなる1つの公開講座と15の研究例会が開かれた．

以下に主な人口関連の口頭発表とポスター発表を記す．

人口関連の発表の多くは人口変化に伴う地域の変容を扱っており，大都市圏を対象とするものが多

く見られた．このことは農村部に限らず大都市圏でも人口減少下の諸問題に直面しつつあることを示

すものであるといえよう．

「首都圏におけるニューファミリー層の居住地選択選好―コーホートの視点で―」

佐藤 将（横浜市立大学・院生）

後藤 寛（横浜市立大学）

「配偶関係と還流移動―兵庫県多可町加美区の調査を例に―」

貴志匡博（国立社会保障・人口問題研究所）

「地方都市における人口の集中分散に関する経年変化分析―北海道を例として―」

小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

「神戸市のニュータウンにおける居住者移動」 藤森衣子（大阪大学・院生）

「東京大都市圏における中古集合住宅の取得者と住居移動」 佐藤英人（帝京大学）

清水千弘（麗澤大学）

「地方都市の郊外住宅団地における空き家の発生」 由井義通（広島大学）

阪上弘彬（広島大学・院生）

杉谷真理子（広島大学・院生）

森 玲薫（広島大学・院生）

久保倫子（学振特別研究員）

「2010年都道府県別75～84歳，85～94歳死亡率の季節変化」 北島晴美（信州大学）

太田節子（信州医療福祉専門学校）

「群馬県中之条町六合地区における人口変化の地域的特色」 関戸明子（群馬大学）

「脱成長時代における東京大都市圏の空間構造の変容」 小泉 諒（首都大学・院生）

「人口と通勤流動の変化からみた京阪神大都市圏の空間構造の変化」 山神達也（和歌山大学）

藤井 正（鳥取大学）

「2000年代の東京都心部における人口増加の特徴―国勢調査小地域集計データの分析―」

矢部直人（上越教育大学）

「大都市圏郊外における高齢化の進展と地域整備の課題」 宮澤 仁（お茶の水女子大学）

………………………………………………………………

…………………………………………………

…………………………………………………

……………………………

……………………

………………………………

……………………

……………………

…………………

………

………………………………………………………………………

……………
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「バブル経済期以降の東京23区における人口変化の空間的パターン」 若林芳樹（首都大学）

小泉 諒（首都大学・院生）

「日本の市区町村別合計出生率と外国人」 山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

（貴志匡博記）

地理情報システム学会第21回研究発表大会

地理情報システム学会の第21回研究発表大会は2010年10月13～14日の日程で広島修道大学にて開催

された．報告は講演報告が152本，ポスター報告が34本あり，国際シンポジウムが2テーマ，特別セッ

ションが9テーマと大規模な大会となっている．本大会はその名の通り地理情報システム（Geo-

graphicInformationSystem：GIS）を用いた報告が主体となっており，地理学のみならず防災や

土地利用，施設配置などに関連する地方自治体職員，システム開発や地理データ作成並びにその精度

に係わる事業者・官公庁職員等の参加も多くみられた．さらに大学院生による報告も多数あった．特

別セッションでは，地方自治体における地理空間情報の利活用，マイクロジオデータの普及，震災時

におけるGISを用いた行政支援，大学におけるGIS教育について等のセッションが組まれており，

それぞれの専門家による最新の研究成果について報告があった．報告内容について，筆者が参加した

範囲では，それぞれの報告はGISを用いているという点では共通しているものの，各参加者の専門

領域が異なること等によって議論が深化せずに表層的な質問と応答に終始していた印象を受けた．た

だし，その中でも移動データ分析においては，モバイルデータを用いて震災時の移動状況を動的に表

現するなどGISならではの分析もみられた．

当研究所からは，人口構造研究部の小池司朗室長，貴志匡博研究員，筆者が参加し，筆者が新潟市

GISセンターの長谷川普一氏との共同研究「新潟市における子育て関連施設の適正配置に関する研

究」として，未就学児童の居住地と人口分布を考慮した保育所立地に関するアクセシビリティ指標の

開発についての報告を行った． （鎌田健司記）

第17回厚生政策セミナー

「地域の多様性と社会保障の持続可能性」

国立社会保障・人口問題研究所では，毎年『厚生政策セミナー』を開催している．今回第17回は10

月22日（月），「地域の多様性と社会保障の持続可能性」をテーマとして，星陵会館（千代田区永田町）

で行われた．

セミナーの前半では，西村周三所長より「地域経済視点からの社会保障支出とその将来見通し」に

関する基調講演1があった．続いて，奥野信宏・中京大学総合政策学部教授より「先進国に相応しい

安定感ある社会の構築～多様な主体の参加による地域づくり～」と題して基調講演2があった．

2つの基調講演を受けて，研究所内から4人の問題提起が行われた．まず著者より「人口構造変化

からみた地域の社会保障」，次に暮石渉・社会保障基礎理論研究部第3室長より「都会と地方それぞ

れにおける収入，資産，消費」，川越雅弘・企画部第1室長より「都市部と郡部における在宅医療・

介護サービス提供体制構築上の課題」，続いて山本克也・社会保障基礎理論研究部第4室長より「震

災を契機としたコンパクトシティ化～陸前高田市の挑戦」について，それぞれの調査研究結果に基づ

く報告があった．

…………

………………
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セミナー後半では，3人のパネリストによる討論が行われた．山内直人・大阪大学国際公共政策研

究科教授からは「地域再生におけるソーシャル・キャピタルの役割」，園田眞理子・明治大学理工学

部教授より「超高齢社会の居住環境論～居住のセーフティネットの視点から～」，野口晴子・早稲田

大学政治経済学術院教授より「医療・介護資源の空間的偏在と地域住民のインセンティブ」に関して，

具体的なケーススタディーの結果などを基にした報告があった．

最後に，伊藤善典・政策調整官をモデレーターとしてパネル討論が行われた．約150名の参加者が

あり，フロアーからも多方面の質問が寄せられた． （佐々井 司記）
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著者 論文タイトル 号［通巻］ 発行 掲載頁

特集Ⅰ：家族・労働政策と結婚・出生行動の研究（その２）

別府志海 有配偶女性の就業異動と出生力 1［280］ 3.25 1-13

増田幹人 マクロ経済モデルによる家族・労働政策が出生率に及ぼす
効果の分析

1［280］ 3.25 14-31

特集Ⅱ：少子化社会の成人期移行（その３）

宮本みち子 成人期への移行モデルの転換と若者政策 1［280］ 3.25 32-53

特集Ⅲ：『第４回全国家庭動向調査（2008年）』の個票データを利用した実証研究（その３）

小山泰代 女性から見た家族介護の実態と介護負担 1［280］ 3.25 54-69

山内昌和 第4回全国家庭動向調査の無回答に関する検討 1［280］ 3.25 70-89

特集：『第６回世帯動態調査（2009年）』の個票データを利用した実証的研究

鈴木透 特集に寄せて―世帯動態調査の目的と概要― 2［281］ 6.25 1-2

鈴木透 直系家族世帯の動向 2［281］ 6.25 3-17

小山泰代 世帯変動の地域的傾向 2［281］ 6.25 18-36

特集：第16回厚生政策セミナー「東アジアの少子化のゆくえ―要因と政策対応の共通性と異質性を探る」

佐藤龍三郎 東アジアの超少子化が問いかけるもの―第16回厚生政策セ
ミナーに寄せて―

3［282］ 9.25 1-13

鈴木透 日本・東アジア・ヨーロッパの少子化―その動向・要因・
政策対応をめぐって―

3［282］ 9.25 14-31

松江暁子 韓国における少子化と政策対応 3［282］ 9.25 32-49

伊藤正一 台湾の少子化と政策対応 3［282］ 9.25 50-65

永瀬伸子 第1子出産をはさんだ就業継続，出産タイミングと夫婦の
家事分担―北京・ソウルと日本の比較―

3［282］ 9.25 66-84

相馬直子 圧縮的な家族変化と子どもの平等：日韓比較を中心に考え
る

3［282］ 9.25 85-104

特集：東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究（その１）

鈴木透 序論：東アジア低出生力のゆくえ 4［283］ 12.25 1-8

KeitaSUGA TheSecondDemographicTransitioninSingapore:Policy
InterventionsandEthnicDifferentials

4［283］ 12.25 9-21

資料

金子隆一・石川晃・
石井太・岩澤美帆・
佐々井司・三田房
美・守泉理恵・別
府志海・鎌田健司

日本の将来推計人口（平成24年1月推計）―平成23（2011）
年～平成72（2060）年― 附：参考推計 平成73（2061）
年～平成122（2110）年

1［280］ 3.25 90-127

鈴木透・小山泰代・
菅桂太

高齢者の居住状態の将来推計 2［281］ 6.25 37-70

統計

別府志海・石川晃 全国人口の再生産に関する主要指標：2011年 4［283］ 12.25 22-38

佐々井司・別府志
海・石川晃

都道府県別標準化人口動態率：2011年 4［283］ 12.25 39-44
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佐々井司・別府志
海・石川晃

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2011年

4［283］ 12.25 45-51

書評・紹介

佐々井司 石川義孝・井上孝・田原裕子編『地域と人口からみる日本
の姿』および石川義孝編『地図でみる日本の外国人』

1［280］ 3.25 128

鈴木透 AntionetteFauve-Chamoux,EmikoOchiai(eds.),"The
StemFamilyinEurasianPerspective:RevisitingHouse
Societies,17th-20thCenturies"

1［280］ 3.25 129-130

尹豪 文浩一著『朝鮮民主主義人民共和国の人口変動―人口学か
ら読み解く朝鮮社会主義』

2［281］ 6.25 71

中川聡史 フランツ・グザファー・カウフマン著 原俊彦・魚住明代
訳『縮減する社会―人口減少とその帰結―』

3［282］ 9.25 105

林 玲子 IanMorris,"WhytheWestRules-ForNow:ThePatterns
ofHistory,andWhatTheyRevealAbouttheFuture"

4［283］ 12.25 52
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研究所機関誌のホームページ掲載について

1999年９月より，機関誌３誌（人口問題研究，季刊社会保障研究，海外社会保障研究）の

創刊号から直近にいたるバックナンバーのホームページ公開をはじめ，現在では多くのみな

さんに利用されています．

近年，デジタルデータの著作権法の適用について，整備がすすみ，本研究所でも評議員会

の助言を受けて，機関誌バックナンバーのホームページ掲載について，執筆者に御了解を得

る手続きを2012年２月に郵送等で開始いたしました．

過去に御執筆いただいた方で研究所からホームページ掲載についてお願いの文書が現在も

お手元に届いていない場合は，その執筆者の連絡先が不明となっていることが想定されます．

お願いの文書が届いていない場合でも，掲載された著作物について，引き続き研究所ホー

ムページに公開することを御了解いただきたく，お願いを申しあげます．

もし，公開を不承諾の場合は，担当まで御連絡いただければ，ホームページから削除させ

ていただきます．不承諾の御意向をいただく期限は原則2013年３月末までの期間とさせてい

ただきます．期間内に不承諾の御連絡を頂けなかった場合は，御承諾いただいたものと考え，

引き続きホームページで公開させていただきます．

御執筆いただいた研究成果を，一人でも多くの人々に紹介し，社会に還元するよう努めて

おります．何卒，事情を御賢察の上，御協力いただきますようお願い申しあげます．

国立社会保障・人口問題研究所

機関誌編集委員会

お問い合わせ＆不承諾連絡先

情報調査分析部 坂東里江子

メール bando＠ipss.go.jp（＠は半角）

電 話 03-3595-2988

FAX 03-3591-4818

著作権確認実施範囲：

人口問題研究 創刊号～67巻第４号（2011年12月刊）

季刊社会保障研究 創刊号～第44巻第１号（2008年６月刊）

海外社会保障研究 創刊号（海外社会保障情報）～第163号（2008年６月刊）
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